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(57)【要約】
【課題】視認の方位に依存した色変化がきわめて少ない
表示を実現できる液晶パネル、およびそれを用いた液晶
表示装置を提供する。
【解決手段】
　第１の偏光子３０、第２の偏光子５０、第１の光学補
償層６０、第２の光学補償層７０および液晶セル４０を
有し、
　第１の偏光子３０が、液晶セル４０の一方の面側に配
置され、
　第２の偏光子５０が、液晶セル４０の他方の面側に配
置され、
　第１の光学補償層６０が、液晶セル４０と第１の偏光
子３０との間に配置され、
　第２の光学補償層７０が、液晶セル４０と第２の偏光
子５０との間に配置され、
　第１の光学補償層６０が、式（１）および（２）を満
たし、第２の光学補償層７０が、
式（３）および（４）を満たす液晶表示パネル。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の偏光子、第２の偏光子、第１の光学補償層、第２の光学補償層および液晶セルを
有し、
　前記第１の偏光子が、前記液晶セルの一方の面側に配置され、
　前記第２の偏光子が、前記液晶セルの他方の面側に配置され、
　前記第１の光学補償層が、前記液晶セルと前記第１の偏光子との間に配置され、
　前記第２の光学補償層が、前記液晶セルと前記第２の偏光子との間に配置された、液晶
パネルであって、
　前記第１の光学補償層が、下記数式（１）および（２）を満たし、前記第２の光学補償
層が、下記数式（３）および（４）を満たすことを特徴とする液晶パネル。
 
ｎｘ＞ｎｙ≧ｎｚ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
(Ｒｅ［４５０］／Ｒｅ［５５０］)＜１．００　　　　　　（２）
 
ｎｘ≧ｎｙ＞ｎｚ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）
(Ｒｔｈ［４５０］／Ｒｔｈ［５５０］)≧１．１０　　　　（４）
 
　前記数式（１）、（２）、（３）および（４）において、
　前記ｎｘは、前記光学補償層の面方向の最大の屈折率であり、前記ｎｙは、前記光学補
償層の面方向における前記ｎｘの方向と直交する方向の屈折率であり、前記ｎｚは、前記
ｎｘおよびｎｙの各方向に対し直交する前記光学補償層の厚み方向の屈折率であり、
　前記Ｒｅ［４５０］は、光学補償層において、光波長４５０ｎｍにおける面内位相差Ｒ
ｅ（ｎｍ）であり、Ｒｅ［５５０］は、光学補償層において、光波長５５０ｎｍにおける
面内位相差Ｒｅ（ｎｍ）であり、前記面内位相差Ｒｅ（ｎｍ）は、下記数式（５）で表さ
れ、
　前記Ｒｔｈ［４５０］は、光学補償層において、光波長４５０ｎｍにおける厚み方向位
相差Ｒｔｈ（ｎｍ）であり、Ｒｔｈ［５５０］は、光学補償層において、光波長５５０ｎ
ｍにおける厚み方向位相差Ｒｔｈ（ｎｍ）であり、前記厚み方向位相差Ｒｔｈ（ｎｍ）は
、下記数式（６）で表され、
 
Ｒｅ＝(ｎｘ－ｎｙ)・ｄ　　　　　　　　　　　　　　　　（５）
Ｒｔｈ＝(ｎｘ－ｎｚ)・ｄ　　　　　　　　　　　　　　　（６）
 
　前記数式（５）および（６）において、ｄは、光学補償層の厚み(ｎｍ)であり、前記ｎ
ｘ、前記ｎｙおよび前記ｎｚは、前記数式（１）、（２）、（３）および（４）と同じで
ある。
【請求項２】
　前記液晶セルが、ＶＡモードまたはＯＣＢモードの液晶セルである請求項１記載の液晶
パネル。
【請求項３】
　前記液晶セルが、電界が存在しない状態でホメオトロピック配向させた液晶分子を含む
液晶層を備える、請求項１または２記載の液晶パネル。
【請求項４】
　前記第２の光学補償層の波長４００ｎｍにおける透過率が９０％以上である、請求項１
から３のいずれか一項に記載の液晶パネル。
【請求項５】
　前記第２の光学補償層が、下記化学式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマー
、下記化学式（ＩＡ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、およびそれらの立体異
性体からなる群から選択される少なくとも一つを含む請求項１から４のいずれか一項に記
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【化１】

【化１Ａ】

　前記化学式（Ｉ）において、
　Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ＪおよびＫは、任意の置換基であり、同一でも異なっていても良く、
ａ、ｂ、ｄ、ｅ、ｊおよびｋは、Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ＪおよびＫの置換数を表す０から４ま
での整数であり、同一でも異なっていても良く、
　ＦおよびＬは、単結合、ビニレン基（－ＣＨ＝ＣＨ－）、エチニレン基（－Ｃ≡Ｃ－）
、メチレン基（－ＣＨ２－）、－ＣＲ２－　基（Ｒは、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝
アルキル基、または置換若しくは無置換のアリール基であり、各Ｒは同じでも異なってい
ても良い）、－Ｃ（ＣＺ３）２－　基（Ｚはハロゲン）、カルボニル基（－ＣＯ－）、Ｏ
原子、Ｓ原子、スルホニル基（－ＳＯ２－）、－ＳｉＲ２－　基（Ｒは、炭素数１～６の
直鎖若しくは分枝アルキル基、または置換若しくは無置換のアリール基であり、各Ｒは同
じでも異なっていても良い）、または－ＮＲ－　基（Ｒは、炭素数１～６の直鎖若しくは
分枝アルキル基、または置換若しくは無置換のアリール基であり、各Ｒは同じでも異なっ
ていても良い）であり、同一でも異なっていても良く、
　Ｇは、隣接する双方のベンゼン環とπ共役可能な原子団であるか、または、単結合であ
り、
　Ａｒは、芳香族性原子団であるか、または、複数の芳香族性原子団が、π共役可能な結
合若しくは原子団で結合された原子団であり、
　ｐ１、ｐ２、ｐ３およびｐ４は、１から３までの整数であり、同一でも異なっていても
良く、
　ｌおよびｍは、１以上の整数であり、同一でも異なっていても良く、
　前記化学式（ＩＡ）において、
　Ｘは、任意の置換基であり、ｑは、Ｘの置換数を表わす０から４までの整数であり、Ｘ
が複数の場合、それぞれ同一でも異なっていても良く、
　ｎａは、２以上の整数であり、
　Ｒａは、下記化学式（IIＡ）で表される基であり、ｍａは、０または１の整数であり、
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【化２Ａ】

　前記化学式（IIＡ）において、
　Ｘ’は、任意の置換基であり、ｑ’は、前記Ｘ’の置換数を表す０から４までの整数で
あり、Ｘ’が複数の場合、それぞれ同一でも異なっていても良く、
　Ｒｂは、２価の芳香族基であり、
　ｐａは、０または１の整数である。
【請求項６】
　前記化学式（Ｉ）において、
　ＦおよびＬが、それぞれ、単結合、ビニレン基（－ＣＨ＝ＣＨ－）、エチニレン基（－
Ｃ≡Ｃ－）、メチレン基（－ＣＨ２－）、－ＣＲ２－　基（Ｒは、炭素数１～６の直鎖若
しくは分枝アルキル基、置換若しくは無置換のアリール基を表し、各Ｒは同じでも異なっ
ていても良い）、－Ｃ（ＣＺ３）２－　基（Ｚはハロゲン）、カルボニル基（－ＣＯ－）
、Ｏ原子、Ｓ原子、スルホニル基（－ＳＯ２－）、ジエチルシリレン基（－Ｓｉ（ＣＨ２

ＣＨ３）２－）、またはメチルイミノ基（－Ｎ（ＣＨ３）－）であり、
　前記化学式（IIＡ）において、
　Ｒｂが、ｏ－、ｍ－若しくはｐ－フェニレン基、または、ナフタレン、ビフェニル、ア
ントラセン、ｏ－、ｍ－若しくはｐ－テルフェニル、フェナントレン、ジベンゾフラン、
ビフェニルエーテル、若しくは、ビフェニルスルホンから誘導される２価の基からなる群
から選択される少なくとも一つであり、これらの２価の芳香族基において、芳香族に直接
結合している水素が、ハロゲン原子、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝アルキル基、また
は炭素数１～６の直鎖若しくは分枝アルコキシ基で置換されていてもよい、請求項５記載
の液晶パネル。
【請求項７】
　前記化学式（Ｉ）において、
　Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ＪおよびＫが、それぞれ水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～６の直
鎖若しくは分枝アルキル基、または置換若しくは無置換アリ－ル基であり、同一でも異な
っていても良く、
　前記化学式（ＩＡ）において、
　Ｘが、ハロゲン原子、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝アルキル基、炭素数１～６の直
鎖若しくは分枝ハロゲン化アルキル基、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝アルコキシ基、
または、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝ハロゲン化アルコキシ基であり、
　Ｘ’が、ハロゲン原子、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝アルキル基、炭素数１～６の
直鎖若しくは分枝ハロゲン化アルキル基、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝アルコキシ基
、または、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝ハロゲン化アルコキシ基である、請求項５ま
たは６記載の液晶パネル。
【請求項８】
　前記化学式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマーが、下記化学式（II）で表
される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（III）で表される繰り返し単位を有
するポリマー、下記化学式（IV）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式
（Ｖ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（VI）で表される繰り返し
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一つであり、
　前記化学式（ＩＡ）で表される繰り返し単位を有するポリマーが、下記化学式（IIIＡ
）で表される繰り返し単位を有するポリマーである、請求項５から７のいずれか一項に記
載の液晶パネル。
【化２】

【化３】

【化４】

【化５】
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【化６】

【化３Ａ】

　前記化学式（II）、（III）、（IV）、（Ｖ）および（VI）において、
　Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ａ、ｂ、ｄ、ｅ、Ｆ、Ｇ、ｐ１およびｐ２は、前記化学式（Ｉ）と同
じであり、
　前記化学式（II）において、
　ｎは２以上の整数であり、
　前記化学式（III）、（IV）、（Ｖ）および（VI）において、
　Ｊ、Ｋ、ｊ、ｋ、Ｌ、ｐ３、ｐ４、ｌおよびｍは、前記化学式（Ｉ）と同じであり、
　Ｑは、任意の置換基であり、Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ＪおよびＫとは同一でも異なっていても
良く、ｑは、Ｑの置換数を表す０から４までの整数であり、ａ、ｂ、ｄ、ｅ、ｊおよびｋ
とは同一でも異なっていても良く、
　前記化学式（IIIＡ）において、
　Ｒａ、ｍａ、およびｎａは、前記化学式（ＩＡ）と同じである。
【請求項９】
　前記化学式（III）、（IV）、（Ｖ）および（VI）において、
　Ｑが、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～６の直鎖または分枝アルキル基、および置
換または無置換アリ－ル基からなる群から選択される少なくとも一つである請求項８記載
の液晶パネル。
【請求項１０】
　前記化学式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマーが、下記化学式（VII）で
表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（VIII）で表される繰り返し単位を
有するポリマー、下記化学式（IX）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学
式（Ｘ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XI）で表される繰り返
し単位を有するポリマー、下記化学式（VIIＢ）で表される繰り返し単位を有するポリマ
ー、下記化学式（VIIIＢ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（IXＢ
）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（ＸＢ）で表される繰り返し単
位を有するポリマー、下記化学式（XIＢ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、お
よびそれらの立体異性体からなる群から選択される少なくとも一つであり、
　前記化学式（IIＡ）において、
　Ｒｂが、下記化学式（IVＡ）、（ＶＡ）、（VIＡ）、（VIIＡ）、（VIIIＡ）、（IXＡ
）、および（ＸＡ）からなる群から選択される少なくとも一つの芳香族基である、請求項
５から９のいずれか一項に記載の液晶パネル。
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【化７】

【化８】

【化９】

【化１０】
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【化１１】

【化７Ｂ】

【化８Ｂ】

【化９Ｂ】
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【化１０Ｂ】

【化１１Ｂ】

【化４Ａ】

　前記化学式（VII）、(VIII)、（IX）、（Ｘ）、（XI）、（VIIＢ）、(VIIIＢ)、（IXＢ
）、（ＸＢ）および（XIＢ）において、
　Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ａ、ｂ、ｄ、ｅおよびＦは、前記化学式（Ｉ）と同じであり、
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　前記化学式（VII）、(VIII)、（IX）、（Ｘ）および（XI）において、
　Ｒ１００およびＲ２００は、それぞれ、水素原子または炭素数１～１０の直鎖若しくは
分枝アルキル基であり、同一でも異なっていても良く、
　前記化学式（VII）および（VIIＢ）において、
　ｎは２以上の整数であり、
　前記化学式(VIII)、（IX）、（Ｘ）、（XI）、(VIIIＢ)、（IXＢ）、（ＸＢ）および（
XIＢ）において、
　Ｊ、Ｋ、ｊ、ｋ、Ｌ、ｌおよびｍは、前記化学式（Ｉ）と同じであり、
　Ｑおよびｑは、前記化学式（III）、（IV）、（Ｖ）および（VI）と同じである。
【請求項１１】
　前記化学式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマーが、下記化学式（XII）で
表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XIII）で表される繰り返し単位を
有するポリマー、下記化学式（XIV）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化
学式（XV）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XVI）で表される繰
り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XIIＢ）で表される繰り返し単位を有するポ
リマー、下記化学式（XIIIＢ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（
XIVＢ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XVＢ）で表される繰り
返し単位を有するポリマー、下記化学式（XVIＢ）で表される繰り返し単位を有するポリ
マー、およびそれらの立体異性体からなる群から選択される少なくとも一つであり、
　前記化学式（ＩＡ）において、
　Ｒａが、下記化学式（XIＡ）で表される基である請求項５から１０のいずれか一項に記
載の液晶パネル。
【化１２】

【化１３】

【化１４】
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【化１５】

【化１６】

【化１２Ｂ】

【化１３Ｂ】

【化１４Ｂ】
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【化１５Ｂ】

【化１６Ｂ】

【化１１Ａ】

　前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIＢ）、（XIIIＢ）、
（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、
　Ａ、Ｂ、ａ、およびｂは、前記化学式（Ｉ）と同じであり、
　Ｒ１およびＲ２は、それぞれ水素原子、炭素数１～１０の直鎖若しくは分枝アルキル基
、または置換若しくは無置換アリール基であり、同一でも異なっていても良く、
　Ｒ３～Ｒ６は、それぞれ水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝ア
ルキル基、または置換若しくは無置換アリール基であり、同一でも異なっていても良く、
　前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）および（XVI）において、
　Ｒ１００およびＲ２００は、それぞれ、水素原子または炭素数１～１０の直鎖若しくは
分枝アルキル基であり、同一でも異なっていても良く、
　前記化学式（XII）および（XIIＢ）において、
　ｎは２以上の整数であり、
　前記化学式（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）
および（XVIＢ）において、
　ｌおよびｍは、前記化学式（Ｉ）と同じであり、
　Ｑおよびｑは、前記化学式（III）～（VI）と同じであり、
　Ｒ７およびＲ８は、それぞれ水素原子、炭素数１～１０の直鎖若しくは分枝アルキル基
、または置換若しくは無置換アリール基であり、同一でも異なっていても良く、
　Ｒ９～Ｒ１２は、それぞれ水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝
アルキル基、または置換若しくは無置換アリール基であり、同一でも異なっていても良く
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、
　前記化学式（XIＡ）において、
　Ｒｂおよびｐａは、前記化学式（IIＡ）と同じである。
【請求項１２】
　前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIＢ）、（XIIIＢ）、
（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、
　Ｒ２は、炭素数２～１０の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、
　Ｒ３～Ｒ６の少なくとも一つは水素原子ではなく、
　前記化学式（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）
および（XVIＢ）において、
　Ｒ８は、炭素数２～１０の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、
　Ｒ９～Ｒ１２の少なくとも一つは水素原子ではない、
請求項１１記載の液晶パネル。
【請求項１３】
　前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIＢ）、（XIIIＢ）、
（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、
　Ｒ１は、メチル基であり、
　Ｒ２は、炭素数２～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、
　前記化学式（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）
および（XVIＢ）において、
　Ｒ７は、メチル基であり、
　Ｒ８は、炭素数２～４の直鎖若しくは分枝アルキル基である、
請求項１１または１２記載の液晶パネル。
【請求項１４】
　前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIＢ）、（XIIIＢ）、
（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、
　Ｒ３およびＲ５は、それぞれ炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、同一
でも異なっていても良く、
　Ｒ４およびＲ６は、それぞれ水素原子または炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル
基であり、同一でも異なっていても良く、
　前記化学式（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）
および（XVIＢ）において、
　Ｒ９およびＲ１１は、それぞれ炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、同
一でも異なっていても良く、
　Ｒ１０およびＲ１２は、それぞれ水素原子または炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アル
キル基であり、同一でも異なっていても良い、
請求項１１から１３のいずれか一項に記載の液晶パネル。
【請求項１５】
　前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIＢ）、（XIIIＢ）、
（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、
　Ｒ３～Ｒ６は、それぞれ炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、同一でも
異なっていても良く、
　前記化学式（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）
および（XVIＢ）において、
　Ｒ９～Ｒ１２は、それぞれ炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、同一で
も異なっていても良い、
請求項１１から１４のいずれか一項に記載の液晶パネル。
【請求項１６】
　前記化学式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマーが、下記化学式（XVIII）
で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XIX）で表される繰り返し単位
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学式（XXIII）で表される繰り返し単位を有するポリマー、およびそれらの立体異性体か
らなる群から選択される少なくとも一つであり、
　前記化学式（ＩＡ）で表される繰り返し単位を有するポリマーが、下記化学式（XIIIＡ
）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XIVＡ）で表される繰り返し
単位を有するポリマー、下記化学式（XVＡ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、
下記化学式（XVIＡ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、およびそれらの立体異
性体からなる群から選択される少なくとも一つである、請求項５記載の液晶パネル。
【化１８】

【化１９】

【化２０】

【化２３】
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【化１３Ａ】

【化１４Ａ】

【化１５Ａ】

【化１６Ａ】

　前記化学式（XVIII）、（XX）および（XXIII）において、
　ｌおよびｍは、前記化学式（Ｉ）と同じであり、
　前記化学式（XIX）において、
　ｎは、２以上の整数であり、
　前記化学式（XIIIＡ）、（XIVＡ）、（XVＡ）および（XVIＡ）において、
　ｎａは、前記化学式（ＩＡ）と同じである。
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【請求項１７】
　前記化学式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、および、前記化学式（Ｉ
Ａ）で表される繰り返し単位を有するポリマーが、ポリマー構造中にハロゲン原子を有さ
ない非ハロゲン化ポリマーである請求項５から１６のいずれか一項に記載の液晶パネル。
【請求項１８】
　前記化学式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、および、前記化学式（Ｉ
Ａ）で表される繰り返し単位を有するポリマーが、トルエンおよび酢酸エチルの少なくと
も一方に可溶なポリマーである請求項５から１７のいずれか一項に記載の液晶パネル。
【請求項１９】
　請求項１から１８のいずれか一項に記載の液晶パネルを含む液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶パネルおよび液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置の高精細化および高機能化に伴い、画面の均一性および表示品位のより一
層の向上が求められている。特に、視認の方位（角度）に依存して画面表示に色つき（カ
ラーシフト）が生じないことが求められる。しかし、従来の液晶表示装置においては、全
方位において色つきのないニュートラルな表示を発現させることは困難であった。
【０００３】
　液晶表示装置において、全方位において色つきのないニュートラルな表示を発現するた
めに、例えば、Ｎｚ＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）で定義されるＮｚ係数が１＜Ｎｚ
≦２の関係を有する第１の複屈折層と、ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚの屈折率分布を有する第２の複
屈折層とを用いた液晶パネルが提案されている（特許文献１）。また、例えば、０．８＜
Ｒｅ［４５０］／Ｒｅ［５５０］＜１の関係を満たす液晶セルと、Ｎｚ係数０．８～１．
４で且つ０．８＜Ｒｅ［４５０］／Ｒｅ［５５０］＜１の関係を満たす第１の光学補償層
と、ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚで且つ０．９８＜Ｒｅ［４５０］／Ｒｅ［５５０］＜１．０４の関
係を満たす第２の光学補償層とを用いた液晶パネルも提案されている（特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－３５５９号公報
【特許文献２】特開２００８－１７０５１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、近年、液晶セルの薄型化の要求、液晶表示装置の大画面化等に伴い、視
認の方位に依存した色変化をさらに低減することが求められている。
【０００６】
　そこで、本発明は、視認の方位に依存した色変化がきわめて少ない表示を実現できる液
晶パネル、およびそれを用いた液晶表示装置の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記の目的を達成するために、本発明の液晶パネルは、
　第１の偏光子、第２の偏光子、第１の光学補償層、第２の光学補償層および液晶セルを
有し、
　前記第１の偏光子が、前記液晶セルの一方の面側に配置され、
　前記第２の偏光子が、前記液晶セルの他方の面側に配置され、
　前記第１の光学補償層が、前記液晶セルと前記第１の偏光子との間に配置され、
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　前記第２の光学補償層が、前記液晶セルと前記第２の偏光子との間に配置された、液晶
パネルであって、
　前記第１の光学補償層が、下記数式（１）および（２）を満たし、前記第２の光学補償
層が、下記数式（３）および（４）を満たすことを特徴とする。
 
ｎｘ＞ｎｙ≧ｎｚ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
(Ｒｅ［４５０］／Ｒｅ［５５０］)＜１．００　　　　　　（２）
 
ｎｘ≧ｎｙ＞ｎｚ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）
(Ｒｔｈ［４５０］／Ｒｔｈ［５５０］)≧１．１０　　　　（４）
 
　前記数式（１）、（２）、（３）および（４）において、
　前記ｎｘは、前記光学補償層の面方向の最大の屈折率であり、前記ｎｙは、前記光学補
償層の面方向における前記ｎｘの方向と直交する方向の屈折率であり、前記ｎｚは、前記
ｎｘおよびｎｙの各方向に対し直交する前記光学補償層の厚み方向の屈折率であり、
　前記Ｒｅ［４５０］は、光学補償層において、光波長４５０ｎｍにおける面内位相差Ｒ
ｅ（ｎｍ）であり、Ｒｅ［５５０］は、光学補償層において、光波長５５０ｎｍにおける
面内位相差Ｒｅ（ｎｍ）であり、前記面内位相差Ｒｅ（ｎｍ）は、下記数式（５）で表さ
れ、
　前記Ｒｔｈ［４５０］は、光学補償層において、光波長４５０ｎｍにおける厚み方向位
相差Ｒｔｈ（ｎｍ）であり、Ｒｔｈ［５５０］は、光学補償層において、光波長５５０ｎ
ｍにおける厚み方向位相差Ｒｔｈ（ｎｍ）であり、前記厚み方向位相差Ｒｔｈ（ｎｍ）は
、下記数式（６）で表され、
 
Ｒｅ＝(ｎｘ－ｎｙ)・ｄ　　　　　　　　　　　　　　　　（５）
Ｒｔｈ＝(ｎｘ－ｎｚ)・ｄ　　　　　　　　　　　　　　　（６）
 
　前記数式（５）および（６）において、ｄは、光学補償層の厚み(ｎｍ)であり、前記ｎ
ｘ、前記ｎｙおよび前記ｎｚは、前記数式（１）、（２）、（３）および（４）と同じで
ある。
【０００８】
　本発明の液晶表示装置は、前記本発明の液晶パネルを含む液晶表示装置である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の液晶パネルは、上記の構成を採用したことにより、視認の方位に依存した色変
化がきわめて少ない。薄型の液晶セルを用いた液晶表示装置、大画面の液晶表示装置等で
は、視認の方位に依存した色変化の問題が特に顕著になりがちであるが、本発明によれば
、このような液晶表示装置にも十分に対応できるのである。ただし、本発明の液晶パネル
は、薄型の液晶セルを用いた液晶パネル、大画面の液晶表示装置に限定されず、どのよう
な液晶表示装置であっても良い。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の液晶パネルの構成を例示する断面図である。
【図２】本発明の液晶表示装置の構造の一例を模式的に示す断面図である。
【図３】実施例および比較例の液晶表示装置について、視認の方位を変化させて黒輝度を
評価した図である。
【図４】実施例および比較例の液晶表示装置について、視認の方位を変化させて色変化を
評価した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
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　本発明の液晶パネルにおいて、前記液晶セルは、ＶＡモードまたはＯＣＢモードの液晶
セルが好ましい。また、前記液晶セルが、電界が存在しない状態でホメオトロピック配向
させた液晶分子を含む液晶層を備えることが好ましい。
【００１２】
　本発明の液晶パネルにおいて、前記第２の光学補償層の波長４００ｎｍにおける透過率
は、９０％以上であることが好ましく、より好ましくは９２％以上である。
【００１３】
　本発明の液晶パネルにおいて、前記第２の光学補償層が、下記化学式（Ｉ）で表される
繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（ＩＡ）で表される繰り返し単位を有するポ
リマー、およびそれらの立体異性体からなる群から選択される少なくとも一つを含むこと
が好ましい。
【００１４】
【化１】

【００１５】
【化１Ａ】

【００１６】
　前記化学式（Ｉ）において、
　Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ＪおよびＫは、任意の置換基であり、同一でも異なっていても良く、
ａ、ｂ、ｄ、ｅ、ｊおよびｋは、Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ＪおよびＫの置換数を表す０から４ま
での整数であり、同一でも異なっていても良く、
　ＦおよびＬは、単結合、ビニレン基（－ＣＨ＝ＣＨ－）、エチニレン基（－Ｃ≡Ｃ－）
、メチレン基（－ＣＨ２－）、－ＣＲ２－　基（Ｒは、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝
アルキル基、または置換若しくは無置換のアリール基であり、各Ｒは同じでも異なってい
ても良い）、－Ｃ（ＣＺ３）２－　基（Ｚはハロゲン）、カルボニル基（－ＣＯ－）、Ｏ
原子、Ｓ原子、スルホニル基（－ＳＯ２－）、－ＳｉＲ２－　基（Ｒは、炭素数１～６の
直鎖若しくは分枝アルキル基、または置換若しくは無置換のアリール基であり、各Ｒは同
じでも異なっていても良い）、または－ＮＲ－　基（Ｒは、炭素数１～６の直鎖若しくは
分枝アルキル基、または置換若しくは無置換のアリール基であり、各Ｒは同じでも異なっ
ていても良い）であり、同一でも異なっていても良く、
　Ｇは、隣接する双方のベンゼン環とπ共役可能な原子団であるか、または、単結合であ
り、
　Ａｒは、芳香族性原子団であるか、または、複数の芳香族性原子団が、π共役可能な結
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合若しくは原子団で結合された原子団であり、
　ｐ１、ｐ２、ｐ３およびｐ４は、１から３までの整数であり、同一でも異なっていても
良く、
　ｌおよびｍは、１以上の整数であり、同一でも異なっていても良く、
　前記化学式（ＩＡ）において、
　Ｘは、任意の置換基であり、ｑは、Ｘの置換数を表わす０から４までの整数であり、Ｘ
が複数の場合、それぞれ同一でも異なっていても良く、
　ｎａは、２以上の整数であり、
　Ｒａは、下記化学式（IIＡ）で表される基であり、ｍａは、０または１の整数であり、
【００１７】
【化２Ａ】

【００１８】
　前記化学式（IIＡ）において、
　Ｘ’は、任意の置換基であり、ｑ’は、前記Ｘ’の置換数を表す０から４までの整数で
あり、Ｘ’が複数の場合、それぞれ同一でも異なっていても良く、
　Ｒｂは、２価の芳香族基であり、
　ｐａは、０または１の整数である。
【００１９】
　なお、本発明において、アルキル基としては、特に限定されないが、例えば、メチル基
、エチル基、n-プロピル基、イソプロピル基、n-ブチル基、イソブチル基、sec-ブチル基
およびtert-ブチル基等が挙げられる。アルキル基を構造中に含む基（ハロゲン化アルキ
ル基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基等）においても同様である。本発明におい
て、アシル基としては、特に限定されないが、例えば、ホルミル基、アセチル基、プロピ
オニル基、イソブチリル基、バレリル基、イソバレリル基、ピバロイル基、ヘキサノイル
基、シクロヘキサノイル基、ベンゾイル基、エトキシカルボニル基、等が挙げられ、アシ
ル基を構造中に含む基（アシルオキシ基、アルカノイルオキシ基等）においても同様であ
る。また、本発明において、アシル基の炭素数にはカルボニル炭素を含み、例えば、炭素
数１のアルカノイル基（アシル基）とはホルミル基を指すものとする。本発明において、
「ハロゲン」とは、任意のハロゲン元素を指すが、例えば、フッ素、塩素、臭素およびヨ
ウ素が挙げられる。
【００２０】
　前記化学式（Ｉ）において、
　ＦおよびＬが、それぞれ、単結合、ビニレン基（－ＣＨ＝ＣＨ－）、エチニレン基（－
Ｃ≡Ｃ－）、メチレン基（－ＣＨ２－）、－ＣＲ２－　基（Ｒは、炭素数１～６の直鎖若
しくは分枝アルキル基、置換若しくは無置換のアリール基を表し、各Ｒは同じでも異なっ
ていても良い）、－Ｃ（ＣＺ３）２－　基（Ｚはハロゲン）、カルボニル基（－ＣＯ－）
、Ｏ原子、Ｓ原子、スルホニル基（－ＳＯ２－）、ジエチルシリレン基（－Ｓｉ（ＣＨ２

ＣＨ３）２－）、またはメチルイミノ基（－Ｎ（ＣＨ３）－）であることが好ましい。
【００２１】
　前記化学式（Ｉ）において、Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ＪおよびＫが、それぞれ水素原子、ハロ
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ゲン原子、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝アルキル基、または置換若しくは無置換アリ
ール基であることが好ましい。この場合、Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ＪおよびＫは、同一でも異な
っていても良い。前記ハロゲン原子としては、フッ素原子が特に好ましい。前記炭素数１
～６の直鎖若しくは分枝アルキル基は、より好ましくは、炭素数１～４の直鎖若しくは分
枝アルキル基であり、さらに好ましくは、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピ
ル基、ブチル基、イソブチル基、sec-ブチル基、またはtert-ブチル基であり、特に好ま
しくは、メチル基またはエチル基である。なお、前記化学式（Ｉ）において、Ａが複数の
場合、各Ａは、同一でも異なっていても良い。Ｂ、Ｄ、Ｅ、ＪおよびＫにおいても同様で
ある。
【００２２】
　本発明の液晶パネルにおいて、前記化学式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリ
マーが、下記化学式（II）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（III
）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（IV）で表される繰り返し単位
を有するポリマー、下記化学式（Ｖ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化
学式（VI）で表される繰り返し単位を有するポリマー、およびそれらの立体異性体からな
る群から選択される少なくとも一つであることがより好ましい。
【００２３】
【化２】

【００２４】
【化３】

【００２５】
【化４】
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【００２６】
【化５】

【００２７】
【化６】

【００２８】
　前記化学式（II）、（III）、（IV）、（Ｖ）および（VI）において、
　Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ａ、ｂ、ｄ、ｅ、Ｆ、Ｇ、ｐ１およびｐ２は、前記化学式（Ｉ）と同
じであり、
　前記化学式（II）において、
　ｎは２以上の整数であり、
　前記化学式（III）、（IV）、（Ｖ）および（VI）において、
　Ｊ、Ｋ、ｊ、ｋ、Ｌ、ｐ３、ｐ４、ｌおよびｍは、前記化学式（Ｉ）と同じであり、
　Ｑは、任意の置換基であり、Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ＪおよびＫとは同一でも異なっていても
良く、ｑは、Ｑの置換数を表す０から４までの整数であり、ａ、ｂ、ｄ、ｅ、ｊおよびｋ
とは同一でも異なっていても良い。
【００２９】
　前記化学式（III）、（IV）、（Ｖ）および（VI）において、
　Ｑが、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～６の直鎖または分枝アルキル基、および置
換または無置換アリ－ル基からなる群から選択される少なくとも一つであることがより好
ましい。
【００３０】
　また、前記化学式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマーは、下記化学式（VI
I）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（VIII）で表される繰り返し
単位を有するポリマー、下記化学式（IX）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下
記化学式（Ｘ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XI）で表される
繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（VIIＢ）で表される繰り返し単位を有する
ポリマー、下記化学式（VIIIＢ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式
（IXＢ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（ＸＢ）で表される繰り
返し単位を有するポリマー、下記化学式（XIＢ）で表される繰り返し単位を有するポリマ
ー、およびそれらの立体異性体からなる群から選択される少なくとも一つであることがさ
らに好ましい。
【００３１】
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【化７】

【００３２】
【化８】

【００３３】
【化９】

【００３４】
【化１０】

【００３５】
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【化１１】

【００３６】
【化７Ｂ】

【００３７】
【化８Ｂ】

【００３８】
【化９Ｂ】

【００３９】
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【化１０Ｂ】

【００４０】
【化１１Ｂ】

【００４１】
　前記化学式（VII）、(VIII)、（IX）、（Ｘ）、（XI）、（VIIＢ）、(VIIIＢ)、（IXＢ
）、（ＸＢ）および（XIＢ）において、
　Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ、ａ、ｂ、ｄ、ｅおよびＦは、前記化学式（Ｉ）と同じであり、
　前記化学式（VII）、(VIII)、（IX）、（Ｘ）および（XI）において、
　Ｒ１００およびＲ２００は、それぞれ、水素原子または炭素数１～１０の直鎖若しくは
分枝アルキル基であり、同一でも異なっていても良く、
　前記化学式（VII）および（VIIＢ）において、
　ｎは２以上の整数であり、
　前記化学式(VIII)、（IX）、（Ｘ）、（XI）、(VIIIＢ)、（IXＢ）、（ＸＢ）および（
XIＢ）において、
　Ｊ、Ｋ、ｊ、ｋ、Ｌ、ｌおよびｍは、前記化学式（Ｉ）と同じであり、
　Ｑおよびｑは、前記化学式（III）、（IV）、（Ｖ）および（VI）と同じである。
【００４２】
　前記化学式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマーは、下記化学式（XII）で
表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XIII）で表される繰り返し単位を
有するポリマー、下記化学式（XIV）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化
学式（XV）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XVI）で表される繰
り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XIIＢ）で表される繰り返し単位を有するポ
リマー、下記化学式（XIIIＢ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（
XIVＢ）で表される繰り返し単位を有するポリマー、下記化学式（XVＢ）で表される繰り
返し単位を有するポリマー、下記化学式（XVIＢ）で表される繰り返し単位を有するポリ
マー、およびそれらの立体異性体からなる群から選択される少なくとも一つであることが
さらに好ましい。
【００４３】
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【化１２】

【００４４】
【化１３】

【００４５】

【化１４】

【００４６】
【化１５】

【００４７】
【化１６】
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【００４８】
【化１２Ｂ】

【００４９】
【化１３Ｂ】

【００５０】
【化１４Ｂ】

【００５１】
【化１５Ｂ】

【００５２】
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【化１６Ｂ】

【００５３】
　前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIＢ）、（XIIIＢ）、
（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、
　Ａ、Ｂ、ａ、およびｂは、前記化学式（Ｉ）と同じであり、
　Ｒ１およびＲ２は、それぞれ水素原子、炭素数１～１０の直鎖若しくは分枝アルキル基
、または置換若しくは無置換アリール基であり、同一でも異なっていても良く、
　Ｒ３～Ｒ６は、それぞれ水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝ア
ルキル基、または置換若しくは無置換アリール基であり、同一でも異なっていても良く、
　前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）および（XVI）において、
　Ｒ１００およびＲ２００は、それぞれ、水素原子または炭素数１～１０の直鎖若しくは
分枝アルキル基であり、同一でも異なっていても良く、
　前記化学式（XII）および（XIIＢ）において、
　ｎは２以上の整数であり、
　前記化学式（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）
および（XVIＢ）において、
　ｌおよびｍは、前記化学式（Ｉ）と同じであり、
　Ｑおよびｑは、前記化学式（III）～（VI）と同じであり、
　Ｒ７およびＲ８は、それぞれ水素原子、炭素数１～１０の直鎖若しくは分枝アルキル基
、または置換若しくは無置換アリール基であり、同一でも異なっていても良く、
　Ｒ９～Ｒ１２は、それぞれ水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝
アルキル基、または置換若しくは無置換アリール基であり、同一でも異なっていても良い
。
【００５４】
　前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIＢ）、（XIIIＢ）、
（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、
　Ｒ２は、炭素数２～１０の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、
　Ｒ３～Ｒ６の少なくとも一つは水素原子ではなく、
　前記化学式（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）
および（XVIＢ）において、
　Ｒ８は、炭素数２～１０の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、
　Ｒ９～Ｒ１２の少なくとも一つは水素原子ではないことがさらに好ましい。
【００５５】
　また、前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIＢ）、（XIII
Ｂ）、（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、
　Ｒ１は、メチル基であり、
　Ｒ２は、炭素数２～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、
　前記化学式（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）
および（XVIＢ）において、
　Ｒ７は、メチル基であり、
　Ｒ８は、炭素数２～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であることがさらに好ましい。
【００５６】
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　前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIＢ）、（XIIIＢ）、
（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、
　Ｒ３およびＲ５は、それぞれ炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、
　Ｒ４およびＲ６は、それぞれ水素原子または炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル
基であることがさらに好ましい。この場合、Ｒ３およびＲ５は同一でも異なっていてもよ
く、Ｒ４およびＲ６は同一でも異なっていてもよい。
　前記化学式（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）
および（XVIＢ）において、
　Ｒ９およびＲ１１は、それぞれ炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、
　Ｒ１０およびＲ１２は、それぞれ水素原子または炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アル
キル基であることがさらに好ましい。この場合、Ｒ９およびＲ１１は同一でも異なってい
てもよく、Ｒ１０およびＲ１２は同一でも異なっていてもよい。
【００５７】
　前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIＢ）、（XIIIＢ）、
（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、
　Ｒ３～Ｒ６は、それぞれ炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であることがさら
に好ましい。この場合、Ｒ３～Ｒ６は、同一でも異なっていても良い。
　前記化学式（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）
および（XVIＢ）において、
　Ｒ９～Ｒ１２は、それぞれ炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であることがさ
らに好ましい。この場合、Ｒ９～Ｒ１２は、同一でも異なっていても良い。
【００５８】
　前記化学式（ＩＡ）において、Ｘが、ハロゲン原子、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝
アルキル基、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝ハロゲン化アルキル基、炭素数１～６の直
鎖若しくは分枝アルコキシ基、または、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝ハロゲン化アル
コキシ基であることが好ましい。また、Ｘ’が、ハロゲン原子、炭素数１～６の直鎖若し
くは分枝アルキル基、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝ハロゲン化アルキル基、炭素数１
～６の直鎖若しくは分枝アルコキシ基、または、炭素数１～６の直鎖若しくは分枝ハロゲ
ン化アルコキシ基であることが好ましい。ＸおよびＸ’において、前記ハロゲン原子とし
ては、フッ素原子が特に好ましい。前記炭素数１～６の直鎖若しくは分枝アルキル基は、
より好ましくは、炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル基であり、さらに好ましくは
、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、sec-ブ
チル基、またはtert-ブチル基であり、特に好ましくは、メチル基またはエチル基である
。前記炭素数１～６の直鎖若しくは分枝ハロゲン化アルキル基は、より好ましくは、炭素
数１～４の直鎖若しくは分枝ハロゲン化アルキル基であり、特に好ましくは、トリフルオ
ロメチル基である。前記炭素数１～６の直鎖若しくは分枝アルコキシ基は、より好ましく
は、炭素数１～４の直鎖若しくは分枝アルコキシ基であり、さらに好ましくは、メトキシ
基、エトキシ基、プロポキシ基、イソプロポキシ基、ブトキシ基、イソブトキシ基、sec-
ブトキシ基、またはtert-ブトキシ基であり、特に好ましくは、メトキシ基またはエトキ
シ基である。前記炭素数１～６の直鎖若しくは分枝ハロゲン化アルコキシ基は、より好ま
しくは、炭素数１～４の直鎖若しくは分枝ハロゲン化アルコキシ基であり、特に好ましく
は、トリフルオロメトキシ基である。
【００５９】
　前記化学式（ＩＡ）で表される繰り返し単位を有するポリマーは、下記化学式（IIIＡ
）で表される繰り返し単位を有するポリマーであることが好ましい。
【００６０】
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【化３Ａ】

【００６１】
　前記化学式（IIIＡ）において、
　Ｒａ、ｍａ、およびｎａは、前記化学式（ＩＡ）と同じである。
【００６２】
　前記化学式（IIＡ）において、Ｒｂが、ｏ－、ｍ－若しくはｐ－フェニレン基、または
、ナフタレン、ビフェニル、アントラセン、ｏ－、ｍ－若しくはｐ－テルフェニル、フェ
ナントレン、ジベンゾフラン、ビフェニルエーテル、若しくは、ビフェニルスルホンから
誘導される２価の基からなる群から選択される少なくとも一つであることが好ましい。こ
れらの２価の芳香族基において、芳香族に直接結合している水素が、ハロゲン原子、炭素
数１～６の直鎖若しくは分枝アルキル基、または炭素数１～６の直鎖若しくは分枝アルコ
キシ基で置換されていてもよい。Ｒｂは、下記化学式（IVＡ）、（ＶＡ）、（VIＡ）、（
VIIＡ）、（VIIIＡ）、（IXＡ）、および（ＸＡ）からなる群から選択される少なくとも
一つの芳香族基であることが、より好ましい。
【００６３】

【化４Ａ】
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【００６４】
　前記化学式（IIＡ）（すなわち、前記化学式（ＩＡ）におけるＲａ）は、下記化学式（
XIＡ）で表される基であることが好ましい。
【００６５】
【化１１Ａ】

【００６６】
　前記化学式（XIＡ）において、Ｒｂおよびｐａは、前記化学式（IIＡ）と同じである。
【００６７】
　さらに、前記化学式（ＩＡ）で示されるポリマーの末端は、ｐ－テトラフルオロベンゾ
イレン基側がフッ素であり、オキシアルキレン基側が水素原子であることが好ましい。こ
のようなポリマーは、下記化学式（XIIＡ）で表すことができる。なお、下記化学式（XII
Ａ）において、Ｘ、ｑ、Ｒａ、ｍａ、およびｎａは、前記化学式（ＩＡ）と同じである。
【００６８】
【化１２Ａ】

【００６９】
　本発明の液晶パネルにおいて、前記化学式（Ｉ）で表されるポリマーが、ポリマー構造
中にハロゲン原子を有さない非ハロゲン化ポリマーであることが好ましい。また、前記化
学式（Ｉ）で表されるポリマーは、トルエンおよび酢酸エチルの少なくとも一方に可溶な
ポリマーであることが好ましい。同様に、前記化学式（ＩＡ）で表されるポリマーが、ポ
リマー構造中にハロゲン原子を有さない非ハロゲン化ポリマーであることが好ましい。ま
た、前記化学式（ＩＡ）で表されるポリマーは、トルエンおよび酢酸エチルの少なくとも
一方に可溶なポリマーであることが好ましい。
【００７０】
　以下、本発明についてさらに説明する。
【００７１】
（用語および記号の定義）
　本明細書における用語および記号の定義は下記の通りである：
　Ｎｚ係数は、面内位相差Ｒｅと厚み方向位相差Ｒｔｈとの比であり、下記数式（７）で
表される。
 
Ｎｚ＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）　　　　　　　　　（７）
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　ｎｘ、ｎｙ、ｎｚの定義は、前記数式（１）、（２）、（３）および（４）において述
べた通りである。Ｒｅ、Ｒｔｈは、ｎｘ、ｎｙ、ｎｚの測定値に基づき、前記数式（５）
または（６）にしたがって算出される。また、例えば「ｎｘ＝ｎｙ」は、ｎｘとｎｙが厳
密に等しい場合のみならず、ｎｘとｎｙが実質的に等しい場合も含む。「ｎｘとｎｙが実
質的に等しい」とは、光学補償層の特性に実用上の影響を与えない範囲でｎｘとｎｙが異
なる場合をいう。この場合、ｎｘとｎｙの差の絶対値は、特に制限されないが、例えば０
．０００５以下、好ましくは０．０００１以下である。「ｎｘ＝ｎｚ」および「ｎｙ＝ｎ
ｚ」の定義についても、「ｎｘ＝ｎｙ」の定義と同様とする。
【００７２】
〔１．液晶パネル〕
　図１の断面図に、本発明の液晶パネルの構造の一例を示す。図示のとおり、この液晶パ
ネル１００は、第１の偏光子３０、第１の光学補償層６０、液晶セル４０、第２の光学補
償層７０、第２の偏光子５０が、この順に積層されて構成されている。第１の光学補償層
６０は、前記数式（１）および（２）を満たし、前記第２の光学補償層７０は、前記数式
（３）および（４）を満たす。なお、第１の光学補償層および第２の光学補償層の詳細は
後述する。
【００７３】
　第１の偏光子３０の吸収軸と第２の偏光子５０の吸収軸とは、実質的に直交しているこ
とが好ましい。
【００７４】
　液晶セル４０は、一対のガラス基板４１、４２と、これらの基板間に配置された表示媒
体としての液晶層４３とを有する。基板４１および４２の間隔（セルギャップ）は、これ
らの基板間に配置されたスペーサー４４によって制御されている。一方の基板４１は、例
えばアクティブマトリクス基板であっても良い。基板４１には、例えば、液晶の電気光学
特性を制御するスイッチング素子（代表的にはＴＦＴ）と、このスイッチング素子にゲー
ト信号を与える走査線およびソース信号を与える信号線とが設けられている（いずれも図
示せず）。他方のガラス基板４２は、例えば、カラーフィルター（図示せず）が設けられ
たカラーフィルター基板であっても良い。なお、カラーフィルターは、アクティブマトリ
クス基板４１に設けてもよい。基板４１および４２の液晶層４３と接する側には、例えば
、ポリイミドからなる配向膜（図示せず）が設けられている。
【００７５】
　液晶セル４０の駆動モードは特に制限されないが、例えば、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗ
ｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード
、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　
Ａｌｉｇｎｅｄ）モード、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉ
ｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）モード、ＨＡＮ（Ｈｙｂｒｉｄ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｎｅｍａｔ
ｉｃ）モードおよびＡＳＭ（Ａｘｉａｌｌｙ　Ｓｙｍｍｅｔｒｉｃ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｍ
ｉｃｒｏｃｅｌｌ）モード等が挙げられる。これらの中では、カラーシフトの改善が特に
著しいという理由により、前述の通りＶＡモードおよびＯＣＢモードが好ましい。
【００７６】
　なお、本発明の液晶パネルにおいては、前記各光学補償層、偏光子、および液晶セルは
、例えば、任意の適切な粘着剤層または接着剤層を介して積層させることができる。また
、本発明の液晶パネルの構造は、以上の説明に限定されない。例えば、液晶セルは、図１
の構成に限定されず、どのような液晶セルでも良い。また、図１では図示していないが、
前記第１の偏光子および前記第２の偏光子は、それぞれ、その少なくとも一方の側に保護
層が積層されていても良い。本発明の液晶パネルは、前記第１の偏光子、前記第１の光学
補償層、前記液晶セル、前記第２の光学補償層、前記第２の偏光子以外に、任意の他の構
成要素を含んでいても良い。前記他の構成要素としては、他の光学素子（例えば位相差板
等）、前記偏光子の保護層、前記粘着剤層または接着剤層等が挙げられる。また、前記第
１の偏光子および前記第１の光学補償層と、前記第２の偏光子および前記第２の光学補償
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層とは、それぞれ、液晶セルのどちら側に配置されていても良いが、前記第１の偏光子お
よび前記第１の光学補償層が液晶セルの視認側に配置され、前記第２の偏光子および前記
第２の光学補償層が液晶セルの視認背面側に配置されることが好ましい。
【００７７】
　以下、本発明の液晶パネルの各構成要素について、さらに説明する。
【００７８】
〔１－１．偏光子〕
　前記第１の偏光子および前記第２の偏光子としては、目的に応じて任意の適切な偏光子
を使用できる。前記第１の偏光子および前記第２の偏光子の形成材料、厚み等の特性は、
同一でも異なっていても良い。前記第１の偏光子および前記第２の偏光子としては、具体
的には、例えば、ポリビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコ
ール系フィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子
フィルムに、ヨウ素や二色性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビ
ニルアルコールの脱水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム
等が挙げられる。これらのなかでも、ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素などの二
色性物質を吸着させて一軸延伸した偏光子が、偏光二色比が高く特に好ましい。これら偏
光子の厚さは特に制限されないが、例えば５～８０μｍ程度である。
【００７９】
　ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を吸着させて一軸延伸した偏光子は、例えば
、ポリビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７
倍に延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等
を含んでいても良いし、ヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。さらに必
要に応じて染色の前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗しても良い。
ポリビニルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表面
の汚れやブロッキング防止剤を洗浄することができるだけでなく、ポリビニルアルコール
系フィルムを膨潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸はヨ
ウ素で染色した後に行っても良いし、染色しながら延伸しても良いし、また延伸してから
ヨウ素で染色しても良い。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液中や水浴中でも延伸する
ことができる。
【００８０】
　これらの偏光子は、前述の通り、少なくとも一方の面に保護層が積層されていてもよい
。なお、本発明において、偏光子の少なくとも一方の面に保護層が積層されたものを「偏
光板」というものとする。前記保護層は、例えば、偏光板の保護フィルムとして使用でき
る任意の適切なフィルムである。このようなフィルムの主成分となる材料は、例えば、ト
リアセチルセルロース（ＴＡＣ）等のセルロース系樹脂や、ポリエステル系、ポリビニル
アルコール系、ポリカーボネート系、ポリアミド系、ポリイミド系、ポリエーテルスルホ
ン系、ポリスルホン系、ポリスチレン系、ポリノルボルネン系、ポリオレフィン系、アク
リル系、アセテート系等の透明樹脂等が挙げられる。また、アクリル系、ウレタン系、ア
クリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化型樹脂または紫外線硬化型樹脂
等も挙げられる。この他にも、例えば、シロキサン系ポリマー等のガラス質系ポリマーも
挙げられる。また、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載
のポリマーフィルムも使用できる。このフィルムの材料としては、例えば、側鎖に置換ま
たは無置換イミド基を有する熱可塑性樹脂と、側鎖に置換または無置換フェニル基および
ニトリル基を有する熱可塑性樹脂とを含有する樹脂組成物が使用できる。このような樹脂
組成物として、例えば、イソブテンおよびＮ－メチルマレイミドからなる交互共重合体と
、アクリロニトリル・スチレン共重合体とを有する樹脂組成物が挙げられる。上記ポリマ
ーフィルムは、例えば、上記樹脂組成物の押出成形物であってもよい。前記保護層の形成
材料は、ＴＡＣ、ポリイミド系樹脂、ポリビニルアルコール系樹脂、ガラス質系ポリマー
が特に好ましい。また、前記第１の偏光子および前記第２の偏光子において、それぞれの
保護層は同一であってもよく、異なっていてもよい。
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　前記保護層は、透明で、色付きが無いことが好ましい。具体的には、厚み方向の位相差
が、好ましくは－９０ｎｍ～＋９０ｎｍであり、さらに好ましくは－８０ｎｍ～＋８０ｎ
ｍであり、最も好ましくは－７０ｎｍ～＋７０ｎｍである。
【００８２】
　前記保護層の厚みは特に制限されないが、好ましくは５ｍｍ以下であり、さらに好まし
くは１ｍｍ以下であり、特に好ましくは１～５００μｍであり、最も好ましくは５～１５
０μｍである。
【００８３】
〔１－２．第１の光学補償層〕
　前記第１の光学補償層は、前記数式（１）および（２）を満たす複屈折層である。なお
、前記数式（１）および（２）を以下に再掲する。
 
ｎｘ＞ｎｙ≧ｎｚ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
(Ｒｅ［４５０］／Ｒｅ［５５０］)＜１．００　　　　　　（２）
 
　Ｒｅ［４５０］／Ｒｅ［５５０］の上限値は、好ましくは０．９９以下、より好ましく
は０．９５以下、さらに好ましくは０．９２以下である。また、Ｒｅ［４５０］／Ｒｅ［
５５０］の下限値は、特に制限されないが、例えば０．８０以上、好ましくは０．８５以
上である。
【００８４】
　前記第１の光学補償層は、単層であってもよく、２層以上の積層体であってもよい。積
層体の場合には、積層体全体として前記のような光学特性を有する限り、各層の形成材料
、厚み等の特性は適宜設定できる。
【００８５】
　前記第１の光学補償層の、測定波長５９０ｎｍ、測定温度２３℃における面内位相差Ｒ
ｅ[５９０]は、好ましくは９０～１６０ｎｍであり、より好ましくは９５～１５０ｎｍで
あり、さらに好ましくは９５～１４５ｎｍである。
【００８６】
　前記第１の光学補償層の厚みは、その面内位相差等を考慮して適宜設定すれば良い。前
記第１の光学補償層の厚みは、好ましくは２０～１１０μｍであり、さらに好ましくは２
５～１０５μｍであり、最も好ましくは３０～１００μｍである。
【００８７】
　前記第１の光学補償層の形成材料は、特に制限されないが、例えば、ポリビニルアセタ
ール系樹脂、環状オレフィン系樹脂、セルロース系樹脂、ポリエステル系樹脂等の樹脂が
挙げられる。前記第１の光学補償層は、好ましくはポリビニルアセタール系フィルム、環
状オレフィン系フィルムまたは、セルロース系フィルムである。
【００８８】
　前記ポリビニルアセタール樹脂としては、特に限定されないが、例えば、特許第３９８
４２７７号公報の［００２６］に記載されている、下記一般式（XVII）で表される重合体
を含有する樹脂を用いることができる。前記重合体は、分子構造中にナフチル基を有する
ことによって、透明性、耐熱性、および加工性に優れる。
【００８９】
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【化１７】

【００９０】
　前記重合体は、例えば、少なくとも２種類のアルデヒド化合物およびケトン化合物の少
なくとも一方と、ポリビニルアルコール系樹脂とを縮合反応させることで得ることができ
る。前記一般式（XVII）に示す重合体において、ｒ、ｓ、ｔの各基本単位の配列順序は、
特に制限されず、交互、ランダムまたはブロックのいずれであってもよい。前記重合体は
、基本単位ｒ、ｓ、およびｔの重合度の合計が２０以上であり、重量平均分子量が大きい
重合体（いわゆる、高重合体）を包含し、さらに、基本単位ｒ、ｓ、およびｔの重合度の
合計が、２以上２０未満であり、重量平均分子量が数千程度の低重合体（いわゆる、オリ
ゴマー）を包含する。
【００９１】
　前記一般式（XVII）中、Ｒ２１およびＲ２３は、それぞれ、水素原子、ハロゲン原子、
炭素原子数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル基、または置換若しくは無置換フェニル基
であり、前記Ｒ２１およびＲ２３は、同一でも異なっていてもよい。
【００９２】
　前記一般式（XVII）中、Ｒ２２、ＭおよびＮは、それぞれ、水素原子、ハロゲン原子、
炭素原子数１～４の直鎖若しくは分枝アルキル基、炭素原子数１～４の直鎖若しくは分枝
ハロゲン化アルキル基、炭素原子数１～４の直鎖若しくは分枝アルコキシ基、アルコキシ
カルボニル基、アシルオキシ基、アミノ基、アジド基、ニトロ基、シアノ基または水酸基
であり、前記Ｒ２２、ＭおよびＮは、同一でも異なっていてもよい。ただし、前記Ｒ２２

は、水素原子ではない。
【００９３】
　前記一般式（XVII）中、Ｒ２４は、水素原子、炭素原子数１～４の直鎖若しくは分枝ア
ルキル基、炭素原子数５～１０の置換若しくは無置換シクロアルキル基、置換若しくは無
置換フェニル基、置換若しくは無置換ナフチル基、または置換若しくは無置換ヘテロ環基
である。
【００９４】
　前記一般式（XVII）中、Ｒ２５は、水素原子、炭素原子数１～４の直鎖若しくは分枝ア
ルキル基、ベンジル基、シリル基、リン酸基、アシル基、ベンゾイル基、またはスルホニ
ル基である。
【００９５】
　前記第１の光学補償層は、例えば、上記ポリビニルアセタール系樹脂を、圧縮成形法、
トランスファー成形法、射出成形法、押出成形法、ブロー成形法、粉末成形法、ＦＲＰ成
形法、ソルベントキャスティング法等によって、シート状に成形した高分子フィルム（ポ
リビニルアセタール系フィルム）を、延伸条件（例えば、延伸温度、延伸倍率、延伸方向
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等）、延伸方法等を適切に選択して延伸することにより作製される。
【００９６】
　前記環状オレフィン系樹脂は、環状オレフィンを重合単位として重合される樹脂の総称
であり、例えば、特開平１－２４０５１７号公報、特開平３－１４８８２号公報、特開平
３－１２２１３７号公報等に記載されている樹脂が挙げられる。具体例としては、環状オ
レフィンの開環（共）重合体、環状オレフィンの付加重合体、環状オレフィンとエチレン
、プロピレン等のα－オレフィンとの共重合体（代表的には、ランダム共重合体）、およ
び、これらを不飽和カルボン酸やその誘導体で変性したグラフト変性体、ならびに、それ
らの水素化物が挙げられる。環状オレフィンの具体例としては、ノルボルネン系モノマー
が挙げられる。
【００９７】
　本発明においては、本発明の目的を損なわない範囲内において、開環重合可能な他のシ
クロオレフィン類を併用することができる。このようなシクロオレフィンとしては、例え
ば、シクロペンテン、シクロオクテン、５，６－ジヒドロジシクロペンタジエン等の反応
性の二重結合を１個有する化合物が挙げられる。
【００９８】
　前記環状オレフィン系樹脂は、トルエン溶媒によるゲル・パーミエーション・クロマト
グラフ（ＧＰＣ）法で測定した数平均分子量（Ｍｎ）が、好ましくは２５，０００～２０
０，０００、さらに好ましくは３０，０００～１００，０００、最も好ましくは４０，０
００～８０，０００である。数平均分子量が上記の範囲であれば、機械的強度に優れ、溶
解性、成形性、流延の操作性が良いものができる。
【００９９】
　前記環状オレフィン系樹脂が、ノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加して得
られるものである場合には、水素添加率は、好ましくは９０％以上であり、さらに好まし
くは９５％以上であり、最も好ましくは９９％以上である。このような範囲であれば、耐
熱劣化性および耐光劣化性などに優れる。
【０１００】
　前記第１の光学補償層は、例えば、前記環状オレフィン系樹脂から形成されたフィルム
（環状オレフィン系フィルム）を延伸することにより得られる。前記環状オレフィン系フ
ィルムを形成する方法としては、任意の適切な成形加工法が採用できる。具体例としては
、圧縮成形法、トランスファー成形法、射出成形法、押出成形法、ブロー成形法、粉末成
形法、ＦＲＰ成形法、注型（キャスティング）法等が挙げられる。これらの中で、得られ
るフィルムの平滑性を高め、良好な光学的均一性を得る観点から、押出成形法または注型
（キャスティング）法が好ましい。成形条件は、使用される樹脂の組成や種類、第１の光
学補償層に所望される特性等に応じて適宜設定できる。なお、前記環状オレフィン系フィ
ルムは、多くのフィルム製品が市販されているので、当該市販フィルムをそのまま延伸処
理に供してもよい。
【０１０１】
　前記環状オレフィン系フィルムは、自由端延伸されたフィルムであっても良いし、固定
端延伸されたフィルムであっても良いが、好ましくは固定端延伸されたフィルムである。
固定端延伸を行うことによって、ｎｘ＞ｎｙ≧ｎｚの関係を有するフィルムとし易い。ま
た、固定端延伸を行うことによって、フィルムの短手方向（幅方向）に遅相軸を設けるこ
とができるので、当該フィルムの遅相軸を偏光子の吸収軸に対して直交するように配置さ
せる場合には、当該フィルムと偏光子との貼り合わせをロールｔｏロールで連続的に行う
ことが可能となり、製造効率が高くなる。
【０１０２】
　前記セルロース系樹脂としては、任意の適切なセルロース系樹脂（代表的には、セルロ
ースと酸とのエステル）が採用できる。
【０１０３】
　前記セルロース系樹脂は、アセチル基およびプロピオニル基で置換されていることが好
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ましい。このセルロース系樹脂の置換度、「ＤＳａｃ（アセチル置換度）＋ＤＳｐｒ（プ
ロピオニル置換度）」（セルロースの繰り返し単位中に存在する３個の水酸基が、アセチ
ル基またはプロピオニル基で平均してどれだけ置換されているかを示す）の下限は、好ま
しくは２以上、より好ましくは２．３以上、さらに好ましくは２．６以上である。「ＤＳ
ａｃ＋ＤＳｐｒ」の上限は、好ましくは３以下、より好ましくは２．９以下、さらに好ま
しくは２．８以下である。セルロース系樹脂の置換度を上記範囲とすることが、前記第１
の光学補償層の屈折率分布の観点から好ましい。
【０１０４】
　前記ＤＳｐｒ（プロピオニル置換度）の下限は、好ましくは１以上、より好ましくは２
以上、さらに好ましくは２．５以上である。ＤＳｐｒの上限は、好ましくは３以下、より
好ましくは２．９以下、さらに好ましくは２．８以下である。
【０１０５】
　なお、前記ＤＳａｃ（アセチル置換度）およびＤＳｐｒ（プロピオニル置換度）は、例
えば、特開２００３－３１５５３８号公報の第［００１６］～［００１９］段落に記載の
ように、１ＨＮＭＲの測定値に基づいて求めることができる。
【０１０６】
　前記セルロース系樹脂は、アセチル基およびプロピオニル基以外のその他の置換基を有
していても良い。前記その他の置換基としては、例えば、ブチレート等のエステル基；ア
ルキルエーテル基、アラアルキレンエーテル基等のエーテル基等が挙げられる。
【０１０７】
　前記セルロース系樹脂の数平均分子量は、好ましくは５，０００～１００，０００、よ
り好ましくは１０，０００～７０，０００である。上記範囲とすることにより、生産性に
優れ、かつ、良好な機械的強度が得られやすい。
【０１０８】
　前記セルロース樹脂において、アセチル基およびプロピオニル基の導入方法としては、
任意の方法を適宜用いて良い。例えば、セルロースを強苛性ソーダ溶液で処理してアルカ
リセルロースとし、これを所定量の無水酢酸とプロピオン酸無水物との混合物によりアシ
ル化する。そして、前記アシル基を部分的に加水分解することにより、置換度「ＤＳａｃ
＋ＤＳｐｒ」を調整する。
【０１０９】
　前記セルロース系フィルムは、適宜任意の高分子材料を含み得る。このような高分子材
料としては、例えば、セルロースブチレート等のセルロースエステル；メチルセルロース
、エチルセルロース等のセルロースエーテル等が挙げられる。前記セルロース系フィルム
は、必要に応じて、可塑剤、熱安定剤、紫外線安定剤等の添加剤を含み得る。
【０１１０】
　前記第１の光学補償層は、例えば、上記セルロース系樹脂から形成されたフィルム（セ
ルロース系フィルム）を延伸することにより得られ得る。セルロース系樹脂からフィルム
を形成する方法としては、任意の適切な成形加工法が採用できる。具体例としては、圧縮
成形法、トランスファー成形法、射出成形法、押出成形法、ブロー成形法、粉末成形法、
ＦＲＰ成形法、注型（キャスティング）法等が挙げられる。これらの中で得られるフィル
ムの平滑性を高め、良好な光学的均一性を得る観点から、押出成形法または注型（キャス
ティング）法が特に好ましい。成形条件は、使用される樹脂の組成や種類、第１の光学補
償層に所望される特性等に応じて適宜設定できる。なお、前記セルロース系フィルムは、
多くのフィルム製品が市販されているので、当該市販フィルムをそのまま延伸処理に供し
てもよい。
【０１１１】
　前記ポリエステル系樹脂としては、特に限定されず、任意の適切なポリエステル系樹脂
を用いることができるが、非芳香族の環状構造を有するジカルボン酸成分とジオール成分
とを重合して得られる、非芳香族の環状構造とエステル基とを有するポリエステル系樹脂
を用いることが好ましい。前記ジカルボン酸成分としては、例えば、１，４－シクロヘキ



(37) JP 2011-65142 A 2011.3.31

10

20

30

40

50

サンジカルボン酸等が挙げられる。前記ジカルボン酸成分は、１種類を単独で用いてもよ
いし、２種類以上を併用してもよい。前記ジオール成分としては、例えば、９，９－ビス
［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］フルオレン、１，４－シクロヘキサンジメ
タノール等が挙げられる。前記ジオール成分も、１種類を単独で用いてもよいし、２種類
以上を併用してもよい。
【０１１２】
　前記ポリエステル系樹脂の固有粘度は、好ましくは、０．２～０．６ｄＬ／ｇの範囲で
ある。前記ポリエステル樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は、好ましくは、１１０～１５０
℃の範囲である。前記の樹脂であれば、より一層、優れた熱安定性を有し、より一層、延
伸性に優れた位相差フィルムを得ることができる。前記固有粘度は、例えば、後述の実施
例に記載の方法により、測定できる。前記ガラス転移温度（Ｔｇ）は、例えば、ＪＩＳ　
Ｋ　７１９２に準じたＤＳＣ法により算出される値である。
【０１１３】
　前記第１の光学補償層は、例えば、前記ポリエステル系樹脂をシート状に成形した高分
子フィルム（ポリエステル系フィルム）を、延伸条件（例えば、延伸温度、延伸倍率、延
伸方向等）、延伸方法等を適切に選択して延伸することにより作製される。
【０１１４】
〔１－３．第２の光学補償層〕
　前記第２の光学補償層は、前記数式（３）および（４）を満たす複屈折層である。なお
、前記数式（３）および（４）を以下に再掲する。
 
ｎｘ≧ｎｙ＞ｎｚ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）
(Ｒｔｈ［４５０］／Ｒｔｈ［５５０］)≧１．１０　　　　（４）
 
【０１１５】
　本発明者らは、波長分散が(Ｒｔｈ［４５０］／Ｒｔｈ［５５０］)≧１．１０と急峻で
ある前記第２の光学補償層を、前記第１の光学補償層とともに前述の構成で用いることを
見出し、本発明の液晶パネルに到達した。これにより、本発明の液晶パネルは、視認の方
位に依存した色変化がきわめて少なく、薄型の液晶セルを用いた液晶表示装置、大画面の
液晶表示装置等にも十分対応可能である。前記第２の光学補償層において、Ｒｔｈ［４５
０］／Ｒｔｈ［５５０］の下限値は、１．１５以上がより好ましい。また、前記第２の光
学補償層は、単層であってもよく、２層以上の積層体であってもよい。積層体の場合には
、積層体全体として前記のような光学特性を有する限り、各層の形成材料、厚み等の特性
は適宜設定できる。
【０１１６】
　前記第２の光学補償層がｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚの関係を有する場合、いわゆるネガティブＣ
プレートとして機能し得る。また、前記第２の光学補償層は、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの関係を
有していても良い。前記第２の光学補償層がこのような屈折率分布を有することにより、
特定の第１の光学補償層との組み合わせによって本発明の目的が効果的に達成し得る。前
記のように、本発明においては「ｎｘ＝ｎｙ」は、ｎｘとｎｙとが厳密に等しい場合のみ
ならず、実質的に等しい場合も包含する。ネガティブＣプレートとして実用的に許容可能
な面内位相差Δｎｄは、好ましくは０～２０ｎｍであり、より好ましくは０～１０ｎｍで
あり、さらに好ましくは０～５ｎｍである。
【０１１７】
　前記第２の光学補償層の厚み方向の位相差Ｒｔｈは、好ましくは３０～３５０ｎｍであ
り、より好ましくは６０～３００ｎｍであり、さらに好ましくは８０～２６０ｎｍであり
、最も好ましくは１００～２４０ｎｍである。
【０１１８】
　前記のような厚み方向の位相差が得られ得る前記第２の光学補償層の厚みは、使用され
る材料等に応じて変化し得る。前記第２の光学補償層の厚みは、例えば、１～５０μｍで
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あり、好ましくは１～２０μｍであり、より好ましくは１～１５μｍであり、さらに好ま
しくは１～１０μｍであり、特に好ましくは１～８μｍであり、最も好ましくは１～５μ
ｍである。前記第２の光学補償層の厚みは、前述の厚みに限定されず、例えば、６０μｍ
以上であっても良いが、前述のようにきわめて薄ければ、画像表示装置の薄型化に大きく
貢献し得る。また、前記第２の光学補償層をきわめて薄く形成することにより、熱ムラが
顕著に防止できる。
【０１１９】
〔１－３－１．第２の光学補償層の形成材料等〕
　前記第２の光学補償層の形成材料は、前記数式（３）および（４）を満たす光学特性が
得られる限りにおいて任意の適切な材料が採用できる。前記第２の光学補償層は、前述の
ようにきわめて薄く形成する観点からは、非液晶性材料のコーティング層であることが好
ましい。前記非液晶性材料は、好ましくは、非液晶性ポリマーである。このような非液晶
性材料をコーティング層に用いる場合、基板の配向性に関係なく、それ自身の性質により
ｎｘ＞ｎｚ、ｎｙ＞ｎｚ等の光学的一軸性を示す膜を形成することも可能である。その結
果、配向基板のみならず未配向基板も使用できる。さらに、未配向基板を用いる場合であ
っても、その表面に配向膜を塗布する工程や配向膜を積層する工程等を省略することがで
きる。
【０１２０】
　前記非液晶性ポリマーとしては、特に限定されないが、前述の通り、下記化学式（Ｉ）
で表される繰り返し単位を有するポリマー、前記化学式（ＩＡ）で表される繰り返し単位
を有するポリマー、およびそれらの立体異性体からなる群から選択される少なくとも一つ
が好ましい。前記化学式（Ｉ）で表される繰り返し単位を有するポリマーのさらに好まし
い構造は、前記化学式（II）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）の通りである。置換
基についても前述の通りである。なお、前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（
XVIＢ）で表される繰り返し単位を有するポリマーは、骨格中にエステル結合を有するた
め、ポリエステルの一種であるといえる。前記化学式（ＩＡ）で表される繰り返し単位を
有するポリマーのさらに好ましい構造についても、前述のとおりである。前記化学式（Ｉ
Ａ）で表される繰り返し単位を有するポリマーは、ポリアリールエーテルケトンの一種で
ある。
【０１２１】
　前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）のポリエステルは、比較的極
性の低い溶媒（例えば、トルエン、酢酸エチル等）にも溶けやすいため前記第２の光学補
償層の生産性に優れる。前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケトンも同様である
。さらに、前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）のポリエステルまた
は前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケトンによれば、前記第２の光学補償層は
、急峻な波長分散特性が実現でき、かつ、透明性にも優れる。前記の急峻な波長分散特性
が得られる理由は、必ずしも全てが明らかではないが、ポリマー主鎖中の環共役系を拡張
し、芳香族性を高めたことによると考えられる。前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VII
Ｂ）～（XVIＢ）のポリエステルまたは前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケト
ンによれば、例えば、(Ｒｔｈ［４５０］／Ｒｔｈ［５５０］)≒１．１６程度の急峻な波
長分散特性を得ることもできるが、この１．１６という数値は単なる例示であり、本発明
はこれに限定されない。
【０１２２】
　さらに、前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）のポリエステルまた
は前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケトンによれば、例えば、前記第２の光学
補償層の厚み方向複屈折率Ｒｔｈ（＝ｎｘ－ｎｚ）自体を大きくすることも可能であり、
良好な光学特性が得られる。低極性溶媒に対する高い溶解度と、大きい厚み方向複屈折率
とは、通常両立が困難であるが、前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ
）のポリエステルまたは前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケトンによれば、こ
れらを両立することも可能である。特に、前記化学式（VII）～（XVI）のようにポリマー
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骨格中にスチルベン骨格を導入することと、前記化学式（XII）～（XVI）または（XIIＢ
）～（XVIＢ）のＲ２およびＲ８を前述の特定の置換基とすることにより、低極性溶媒に
対する高い溶解度と、大きい厚み方向複屈折率とを両立しやすい。Ｒ２およびＲ８として
は、炭素数２～１０の直鎖または分枝アルキル基が特に好ましい。この理由は必ずしも明
らかではないが、例えば下記(ｉ)(ii)のように考えられる。
(ｉ)スチルベン骨格はポリマー鎖を適度に屈曲させて溶解性を高めることができ、またπ
電子が豊富であるため、芳香族環同士の相互作用を強めて厚み方向の複屈折率Ｒｔｈを大
きくすることができる。
(ii)Ｒ２およびＲ８に導入される前記特定の置換基は、その置換基の大きさに応じて、隣
接する２つのベンゼン環を互いにねじれるように変形させ、溶解性を高めることができる
。またポリマー構造の直線性を維持して厚み方向の複屈折率Ｒｔｈの低下を抑えることが
できる。
【０１２３】
　なお、前記化学式（Ｉ）、（II）、（III）、（IV）、（Ｖ）および（VI）において、
原子団Ｇが、ビニレン基またはその誘導体であると、隣接する双方のベンゼン環とともに
スチルベン骨格を形成することになる。しかしながら、芳香族環同士の相互作用を強める
観点からは、原子団Ｇは、隣接する双方のベンゼン環とπ共役可能な任意の原子団でよい
。また、前記のとおり、Ｇは、原子団に代えて、単結合であっても良い。
【０１２４】
　前記第２の光学補償層の波長５５０ｎｍにおける厚み方向複屈折率ｎｚは、好ましくは
０．０２以上であり、より好ましくは０．０２～０．０８である。このような高い厚み方
向複屈折率ｎｚにより、所望の厚み方向位相差値Ｒｔｈ（ｎｚ×フィルム厚みｄ）を有す
る光学補償層をより薄く作製することが可能になる。
【０１２５】
　前記化学式（Ｉ）、（III）、（IV）、（Ｖ）、（VI）、(VIII)、（IX）、（Ｘ）、（X
I）、（XIII）、（XIV）、（XV）、（XVI）、(VIIIＢ)、（IXＢ）、（ＸＢ）、（XIＢ）
、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、ｌ／（ｌ＋ｍ）の値が０
．３～０．８であることが好ましい。ｌ／（ｌ＋ｍ）の値がこの範囲であれば、特に溶解
性に優れ厚み方向の複屈折率の大きな複屈折フィルムが得られやすい。前記化学式（Ｉ）
、（III）、（IV）、（Ｖ）、（VI）、(VIII)、（IX）、（Ｘ）、（XI）、（XIII）、（X
IV）、（XV）、（XVI）、(VIIIＢ)、（IXＢ）、（ＸＢ）、（XIＢ）、（XIIIＢ）、（XIV
Ｂ）、（XVＢ）および（XVIＢ）のポリエステルのシーケンス（重合度ｌで表される括弧
［］または（）の中の構造と、重合度ｍで表される括弧［］または（）の中の構造との配
列）に特に制限はなく、ブロック共重合体でもランダム共重合体でもよい。なお、前記化
学式（Ｉ）において、重合度ｌで表される括弧［］または（）の中の構造と、重合度ｍで
表される括弧［］または（）の中の構造とが同じであると、前記化学式（II）、（VII）
、（XII）、（VIIＢ）または（XIIＢ）で表される構造になる。
【０１２６】
　前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）のポリエステルまたは前記化
学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケトンは、その立体異性体（光学異性体、幾何異性
体、回転異性体等）およびそれらの混合物であっても良い。例えば、前記化学式（VII）
～（XVI）において、Ｒ１００およびＲ２００の位置は、トランスであるように記載して
いるが、シスでも良いし、シス体とトランス体との混合物でも良い。
【０１２７】
　なお、前記化学式（VII）、(VIII)、（IX）、（Ｘ）、（XI）、（XII）、（XIII）、（
XIV）、（XV）および（XVI）において、Ｒ１００およびＲ２００がいずれも水素原子であ
ることが特に好ましい。また、前記化学式（Ｉ）～（XVI）において、ＡおよびＢの置換
数ａおよびｂが、いずれも０であることが特に好ましい。また、前記化学式（Ｉ）、（II
I）、（IV）、（Ｖ）、（VI）、(VIII)、（IX）、（Ｘ）、（XI）、（XIII）、（XIV）、
（XV）、（XVI）、(VIIIＢ)、（IXＢ）、（ＸＢ）、（XIＢ）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、
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（XVＢ）および（XVIＢ）において、Ｑの置換数qが、０であることが特に好ましい。
【０１２８】
　また、前記化学式（Ｉ）～(XVI)において、原子団Ｇ（または　－ＣＲ１００＝ＣＲ２

００－）に由来する紫外可視吸収スペクトルの吸収波長は、波長分散が急峻で、かつ着色
が無い光学補償層が得られやすいという理由から、好ましくは３００～３８０ｎｍ、より
好ましくは３２０～３７０ｎｍである。
【０１２９】
　前記第２の光学補償層の波長４００ｎｍにおける透過率は、好ましくは９０％以上、よ
り好ましくは９２％以上である。特に、前記化学式（XII）、（XIII）、（XIV）、（XV）
、（XVI）、（XIIＢ）、（XIIIＢ）、（XIVＢ）、（XVＢ）および（XVIＢ）において、Ｒ
２およびＲ８に前記特定の置換基を導入することで、高い透過率が得やすくなる。この理
由は必ずしも明らかではないが、前記特定の置換基が、隣接する２つのベンゼン環を互い
にねじれるように変形させて、ベンゼン環の過度の重なりを抑えることができるためと考
えられる。
【０１３０】
　前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）のポリエステルの重合度（ｎ
またはｌ＋ｍ）は、特に制限されないが、例えば、２～５，０００または５～５００であ
る。前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）のポリエステルの重量平均
分子量（Ｍｗ）に特に制限はないが、好ましくは１０，０００～５００，０００である。
また、前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）のポリエステルのガラス
転移温度は、耐熱性の観点から１００℃以上が好ましく、成形性や延伸性の観点から３０
０℃以下が好ましい。
【０１３１】
　前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）のポリエステルの製造方法は
特に制限されないが、通常、ビフェノール化合物とジカルボン酸化合物とを重縮合させて
得ることができる。重縮合方法は特に制限されないが、相間移動触媒の存在下、ビフェノ
ール化合物とジカルボン酸化合物とをアルカリ水溶液と水非混和性有機溶媒の２相系で反
応させる界面重合法が好ましい。このような重合法によれば、透明性に優れ、分子量の大
きなポリマーを得ることができる。反応条件（反応溶媒、反応温度、反応時間）等は特に
制限されず、例えば、公知のポリマーの重縮合方法等を適宜参考にしてよい。前記水非混
和性有機溶媒としては、例えば、塩化メチレン、クロロホルム、四塩化炭素等のハロゲン
化溶媒；トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素；ニトロベンゼン、アニソール等の芳香
族炭化水素誘導体が挙げられる。前記重縮合の反応温度は、例えば－５～５０℃、好まし
くは５～３５℃、より好ましくは１０～３０℃である。前記重縮合の反応時間は、例えば
１０分～１０時間、好ましくは３０分～５時間、より好ましくは１～４時間である。
【０１３２】
　前記ビフェノール化合物として、例えば２，２－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロ
キシフェニル）－４－メチルペンタン、２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェ
ニル）プロパン、２，２－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン
、２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）ブタンなどが挙げられる。
【０１３３】
　前記のジカルボン酸化合物として、好ましくは、４，４’－スチルベンジカルボン酸ク
ロライドが挙げられる。前記化学式（III）、（IV）、（Ｖ）、（VI）、(VIII)、（IX）
、（Ｘ）、（XI）、（XIII）、（XIV）、（XV）および（XVI）のように共重合体とする場
合は、テレフタル酸クロライド、イソフタル酸クロライド、フタル酸クロライド、ビフェ
ニルジカルボン酸クロライドなどを併用してもよい。
【０１３４】
　前記相間移動触媒は特に制限されないが、メチルトリｎ－オクチルアンモニウムクロラ
イド、ベンジルトリエチルアンモニウムクロライドなどの第４級アンモニウム塩や、テト
ラフェニルホスホニウムクロライドなどの第４級ホスニウム塩などが挙げられる。前記の
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る。
【０１３５】
　前記化学式（Ｉ）～（XVI）のポリエステルは、特に好ましくは、下記化学式（XVIII）
、（XIX）、（XX）または（XXIII）で表される繰り返し単位を有するポリエステルである
。下記化学式（XVIII）、（XX）および（XXIII）において、ｌおよびｍは、前記化学式（
Ｉ）と同じであり、下記化学式（XIX）において、ｎは、２以上の整数である。なお、下
記化学式（XVIII）、（XIX）、（XX）または（XXIII）で表される繰り返し単位を有する
ポリエステルは、その立体異性体（光学異性体、幾何異性体、回転異性体等）またはそれ
らの混合物でも良く、例えば、ビニレン構造は、シス構造でもトランス構造でもそれらの
混合物でも良い。
【０１３６】
【化１８】

【０１３７】
【化１９】

【０１３８】
【化２０】

【０１３９】
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【０１４０】
　また、前記化学式（ＩＡ）で表されるポリアリールエーテルケトンにおいて、重合度ｎ

ａは、特に制限されないが、例えば、２～５，０００、または５～５００の範囲である。
また、その重合は、同じ構造の繰り返し単位からなるものであってもよく、異なる構造の
繰り返し単位からなるものであってもよい。後者の場合には、繰り返し単位の重合形態は
、ブロック重合であってもよいし、ランダム重合でもよい。前記化学式（ＩＡ）で表され
るポリアリールエーテルケトンの分子量は、特に制限されないが、好ましくは、重量平均
分子量（Ｍｗ）が１，０００～１，０００，０００の範囲であり、より好ましくは、２，
０００～５００，０００の範囲である。前記化学式（ＩＡ）で表されるポリアリールエー
テルケトンは、例えば、市販品をそのまま用いても良いし、重合反応等により製造しても
良い。前記製造方法は、特に制限されず、例えば、公知のポリアリールエーテルケトンの
製造方法等を参考にしても良い。
【０１４１】
　前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケトンは、特に好ましくは、下記化学式（
XIIIＡ）、（XIVＡ）、（XVＡ）または（XVIＡ）で表される繰り返し単位を有するポリア
リールエーテルケトンである。下記化学式（XIIIＡ）、（XIVＡ）、（XVＡ）または（XVI
Ａ）において、ｎａは、前記化学式（ＩＡ）と同じである。なお、下記化学式（XIIIＡ）
、（XIVＡ）、（XVＡ）または（XVIＡ）で表される繰り返し単位を有するポリアリールエ
ーテルケトンは、その立体異性体（光学異性体、幾何異性体、回転異性体等）またはそれ
らの混合物でも良い。
【０１４２】

【化１３Ａ】

【０１４３】
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【化１４Ａ】

【０１４４】
【化１５Ａ】

【０１４５】
【化１６Ａ】

【０１４６】
　前記第２の光学補償層の形成材料は、前述の通り、特に制限されないが、前記化学式（
Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）の少なくとも一つのポリエステルと、前記化
学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケトンとの一方または両方を含むことが好ましい。
前記第２の光学補償層が前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）の少な
くとも一つのポリエステルを含む場合、その含有率は特に限定されないが、前記第２の光
学補償層の全質量に対し、好ましくは５０質量％～１００質量％、より好ましくは８０質
量％～１００質量％である。前記第２の光学補償層が前記化学式（ＩＡ）のポリアリール
エーテルケトンを含む場合、その含有率は特に限定されないが、前記第２の光学補償層の
全質量に対し、好ましくは５０質量％～１００質量％、より好ましくは８０質量％～１０
０質量％である。前記第２の光学補償層が、前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）
～（XVIＢ）の少なくとも一つポリエステルと、前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエー
テルケトンとの両方を含む場合、前記ポリエステルおよび前記ポリアリールエーテルケト
ンの含有量の合計は特に限定されないが、前記第２の光学補償層の全質量に対し、好まし
くは５０質量％～１００質量％、より好ましくは８０質量％～１００質量％である。また
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、前記第２の光学補償層の形成材料は、前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（
XVIＢ）の少なくとも一つのポリエステルと、前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエーテ
ルケトンとの一方または両方に加え、他のポリマー（例えばポリイミド、ポリエーテルケ
トン、ポリアミドイミド、ポリスチレン等）を含んでいてもよい。なお、前記他のポリマ
ー（樹脂）について、より詳しくは後述する。また、前記第２の光学補償層は、紫外線吸
収剤、帯電防止剤、酸化防止剤などの任意の添加剤を含んでいても良いし、含んでいなく
ても良い。
【０１４７】
〔１－３－２．第２の光学補償層の製造方法〕
　前記第２の光学補償層の製造方法は、特に制限されず、溶液流延法や溶融押し出し法な
どの任意の方法により製造することができる。例えば、前記化学式（Ｉ）～（XVI）また
は（VIIＢ）～（XVIＢ）のポリエステル、前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケ
トン等を用いた場合、溶媒の揮発過程で、フィルム厚み方向の屈折率ｎｚがフィルム面内
の屈折率の最大値ｎｘより小さくなるように、ポリマー環が自発的に配向することがある
。このような場合、前記第２の光学補償層の複屈折性の発現性の観点から、溶液流延法が
好ましく用いられる。
【０１４８】
　前記溶液流延法は、前記第２の光学補償層を形成するポリマーを溶媒に溶解して溶液を
調製し、この溶液を基材の表面に流延、塗布して、乾燥する方法である。前記基材は特に
制限されず、単層のものでもよいし複数層の積層体（例えばアンカーコート層を含む）で
あってもよい。具体的な基材としてはガラス板やポリマーフィルムがある。前記基材とし
てガラス板を用いる場合、例えば無アルカリガラスのように液晶セルに用いられるものが
好ましい。基材としてポリマーフィルムを用いると基材に可換性をもたせることができる
。基材に用いるポリマーフィルムの素材としてはフィルム形成性のあるポリマーであれば
特に限定されないが、スチレン系ポリマー、（メタ）アクリル酸系ポリマー、エステル系
ポリマー、オレフィン系ポリマー、ノルボルネン系ポリマー、イミド系ポリマー、セルロ
ース系ポリマー、ビニルアルコ－ル系ポリマー、カーボネ－ト系ポリマーなどがある。前
記基材がアンカーコート層を含む場合、アンカーコート層に特に制限はないが、エステル
系ポリマーとの密着性が良好であるという点で、ビニルアルコール系ポリマーやウレタン
系ポリマーが好ましい。アンカーコート層の厚みは好ましくは０．０１μｍ～５μｍであ
る。
【０１４９】
　前記基材フィルムの形成材料は、前述した偏光子の保護層に用いられるプラスチックフ
ィルムと同じでもよく、偏光子の保護層自体が前記基材フィルムを兼ねてもよい。すなわ
ち、前記第２の光学補償層は、偏光子（代表的には、偏光子の保護層）に直接塗工して形
成してもよく（すなわち、偏光子の保護層が基材フィルムを兼ねてもよく）、任意の適切
な基材に形成した後、偏光子（代表的には、偏光子の保護層）に転写してもよい。転写に
よる方法は、基材を剥離することをさらに含み得る。
【０１５０】
　なお、前記基材の厚みは、用途によるほかは特に限定されないが、例えば１μｍ～１０
００μｍの範囲である。
【０１５１】
　前記流延、塗布用の溶液（塗工溶液）の溶媒は、特に制限されず、例えば、クロロホル
ム、ジクロロメタン、四塩化炭素、ジクロロエタン、テトラクロロエタン、トリクロロエ
チレン、テトラクロロエチレン、クロロベンゼン、オルソジクロロベンゼン等のハロゲン
化炭化水素類；フェノール、バラクロロフェノール等のフェノール類；ベンゼン、トルエ
ン、キシレン、メトキシベンゼン、１，２－ジメトキシベンゼン等の芳香族炭化水素類；
アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、シクロペ
ンタノン、２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン等のケトン系溶媒；酢酸エチル
、酢酸ブチル等のエステル系溶媒；ｔ－ブチルアルコール、グリセリン、エチレングリコ
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ール、トリエチレングリコール、エチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレング
リコールジメチルエーテル、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、２－メチ
ル－２，４－ペンタンジオールのようなアルコール系溶媒；ジメチルホルムアミド、ジメ
チルアセトアミドのようなアミド系溶媒；アセトニトリル、ブチロニトリルのようなニト
リル系溶媒；ジエチルエーテル、ジブチルエーテル、テトラヒドロフランのようなエーテ
ル系溶媒；あるいは二硫化炭素、エチルセルソルブ、ブチルセルソルブ等が挙げられる。
これらの溶媒は、単独で、または、２種以上を組み合わせて用いられ得る。
【０１５２】
　特に、前記化学式（Ｉ）～（XVI）または（VIIＢ）～（XVIＢ）のポリエステル、前記
化学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケトンは溶解性に優れるため、ポリマーフィルム
基材の侵食が少ない溶媒、例えばトルエン、メチルイソブチルケトン、シクロペンタノン
、酢酸エチルなどが使用できる。このため、従来のエステル系ポリマーでは侵食が激しく
て使用できなかった基材、例えば（メタ）アクリル酸系ポリマー、オレフィン系ポリマー
を主成分とするフィルムも使用でき、製造コストを下げることが可能になる。なお、（メ
タ）アクリル酸とは、アクリル酸およびメタクリル酸の少なくとも一方を意味する。また
、前記溶媒中でも、低極性で前記基材の侵食が特に少ないという観点から、トルエンが特
に好ましい。
【０１５３】
　前記溶液における前記非液晶性ポリマーの濃度は、前記のような第２の光学補償層が得
られ、かつ塗布および流延が可能であれば、任意の適切な濃度で良い。前記溶液は、溶媒
１００質量部に対して、非液晶性ポリマーを、例えば１～４０質量部、好ましくは５～５
０質量部、さらに好ましくは１０～４０質量部含む。このような濃度範囲の溶液であれば
、塗布および流延容易な粘度を有し得る。
【０１５４】
　流延、塗布方法としては、例えば、スピンコート法、ロールコート法、フローコート法
、プリント法、ディップコート法、流延成膜法、バーコート法、グラビア印刷法等が挙げ
られる。塗布手段としてはスピンコータ、ダイコータ、バーコータなどの任意のコータが
用いられる。塗布後、例えば、自然乾燥、風乾、加熱乾燥により、前記溶液中の溶媒を蒸
発除去させ、前記第２の光学補償層を形成する。前記加熱乾燥の手段としては、空気循環
式乾燥オーブン、熱ドラムなどの任意の乾燥装置が用いられる。前記加熱乾燥の温度は特
に制限されないが、例えば４０℃以上、好ましくは６０℃以上、また上限は例えば２５０
℃以下、好ましくは２００℃以下である。
【０１５５】
　前記塗工溶液は、必要に応じて、安定剤、可塑剤、金属類等の種々の添加剤をさらに含
有し得る。
【０１５６】
　前記第２の光学補償層の形成材料は前述の通り任意であるから、前記塗工溶液も、どの
ようなポリマーを含んでいてもよい。前記塗工溶液は、前記化学式（Ｉ）～（XVI）およ
び（VIIＢ）～（XVIＢ）のポリエステル、ならびに前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエ
ーテルケトンを含まなくても良いが、前述の通り特性が優れた前記第２の光学補償層を得
る観点から、前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）の少なくとも一つ
のポリエステルと、前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケトンとの一方または両
方を含むことが好ましい。また、前記塗工溶液は、例えば、前記化学式（Ｉ）～（XVI）
および（VIIＢ）～（XVIＢ）の少なくとも一つのポリエステルと、前記化学式（ＩＡ）の
ポリアリールエーテルケトンとの一方または両方に加え、必要に応じて、異なる他の樹脂
をさらに含有していても良い。このような他の樹脂としては、例えば、各種汎用樹脂、エ
ンジニアリングプラスチック、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂等が挙げられる。このような
樹脂を併用することにより、目的に応じて適切な機械的強度や耐久性を有する前記第２の
光学補償層を形成することが可能となる。前記汎用樹脂としては、例えば、ポリエチレン
（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリメチルメタクリレート



(46) JP 2011-65142 A 2011.3.31

10

20

30

40

50

（ＰＭＭＡ）、ＡＢＳ樹脂、およびＡＳ樹脂等が挙げられる。前記エンジニアリングプラ
スチックとしては、例えば、ポリアセテート（ＰＯＭ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポ
リアミド（ＰＡ：ナイロン）、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、およびポリブチ
レンテレフタレート（ＰＢＴ）等が挙げられる。前記熱可塑性樹脂としては、例えば、ポ
リフェニレンスルフィド（ＰＰＳ）、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリケトン（Ｐ
Ｋ）、ポリイミド（ＰＩ）、ポリシクロヘキサンジメタノールテレフタレート（ＰＣＴ）
、ポリアリレート（ＰＡＲ）、および液晶ポリマー（ＬＣＰ）等が挙げられる。前記熱硬
化性樹脂としては、例えば、エポキシ樹脂、フェノールノボラック樹脂等が挙げられる。
塗工溶液に添加されるこれらの異なる樹脂の種類および量は、目的に応じて適宜設定でき
る。このような他の樹脂は、前記化学式（Ｉ）～（XVI）および（VIIＢ）～（XVIＢ）の
ポリエステル、ならびに前記化学式（ＩＡ）のポリアリールエーテルケトンの質量の合計
に対して、好ましくは０～５０質量％、さらに好ましくは０～３０質量％の割合で添加で
きる。
【０１５７】
　第２の光学補償層を構成する前記他の樹脂の材料としては、例えば、ポリ（４，４’－
ヘキサフルオロイソプロピリデン－ビスフェノール）テレフタレート－コ－イソフタレー
ト、ポリ（４，４’－ヘキサヒドロ－４，７－メタノインダン－５－イリデンビスフェノ
ール）テレフタレート、ポリ（４，４’－イソプロピリデン－２，２’，６，６’－テト
ラクロロビスフェノール）テレフタレート－コ－イソフタレート、ポリ（４，４’－ヘキ
サフルオロイソプロピリデン）－ビスフェノール－コ－（２－ノルボルニリデン）－ビス
フェノールテレフタレート、ポリ（４，４’－ヘキサヒドロ－４，７－メタノインダン－
５－イリデン）－ビスフェノール－コ－（４，４’－イソプロピリデン－２，２’，６，
６’－テトラブロモ）－ビスフェノールテレフタレート、ポリ（４，４’－イソプロピリ
デン－ビスフェノール－コ－４，４’－（２－ノルボルニリデン）ビスフェノール）テレ
フタレート－コ－イソフタレート、またはこれらのコポリマーを採用しても良い。これら
は１種のみ用いても、２種以上を併用しても良い。
【０１５８】
〔１－４．液晶パネルの製造方法〕
　本発明の液晶パネルの製造方法は特に制限されないが、例えば、前述の通り、前記第１
の偏光子、前記第１の光学補償層、前記液晶セル、前記第２の光学補償層、前記第２の偏
光子を、粘着剤または接着剤を介して積層させて製造できる。この積層方法は特に制限さ
れず、例えば、従来の液晶パネルの製造方法等を適宜参考にしても良い。前記第１の光学
補償層と前記第１の偏光子との積層、および前記第２の光学補償層と前記第２の偏光子と
の積層については、より具体的には、例えば以下の通りである。
【０１５９】
〔１－４－１．第１の光学補償層と第１の偏光子との積層〕
　前記第１の偏光子と前記第１の光学補償層とは、好ましくは、粘着剤または接着剤を介
して直接に積層される。図１を例に説明すると、第１の偏光子３０と第１の光学補償層６
０とが粘着剤または接着剤を介して直接に積層される。
【０１６０】
　第１の光学補償層における第１の偏光子への積層面には、易接着処理が施されているこ
とが好ましい。易接着処理としては、樹脂材料を塗工することが好ましい。樹脂材料とし
ては、例えば、シリコン系樹脂、ウレタン系樹脂、アクリル系樹脂が好ましい。易接着処
理されることにより、易接着層が形成される。前記易接着層の厚みは、好ましくは５～１
００ｎｍ、より好ましくは１０～８０ｎｍである。
【０１６１】
　前記第１の偏光子は、粘着剤または接着剤を介して、前記第１の光学補償層と直接に積
層することが好ましい。第１の光学補償層に易接着処理が施されている場合は、第１の光
学補償層の易接着処理面を、第１の偏光子と、粘着剤または接着剤を介して、直接に積層
することが好ましい。前記粘着剤は粘着剤層を形成し、前記接着剤は接着剤層を形成する
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。粘着剤または接着剤は、第１の偏光子側に塗工してもよいし、第１の光学補償層側に塗
工してもよいし、前記第１の偏光子と前記第１の光学補償層の両側に塗工してもよい。
【０１６２】
　前記粘着剤層の厚みは、使用目的や接着力などに応じて適宜設定できる。具体的には、
粘着剤層の厚みは、好ましくは１μｍ～１００μｍ、より好ましくは３μｍ～５０μｍ、
さらに好ましくは５μｍ～３０μｍ、特に好ましくは１０～２５μｍである。
【０１６３】
　前記粘着剤層を形成する粘着剤としては、任意の適切な粘着剤が採用できる。具体例と
しては、溶剤型粘着剤、非水系エマルジョン型粘着剤、水系粘着剤、ホットメルト粘着剤
等が挙げられる。これらの中で、アクリル系ポリマーをベースポリマーとする溶剤型粘着
剤が、第１の偏光子および第１の光学補償層に対して適切な粘着特性（ぬれ性、凝集性お
よび接着性）を示し、かつ、光学透明性、耐候性および耐熱性に優れるため、特に好まし
い。
【０１６４】
　前記接着剤層は、例えば、接着剤を所定割合で含有する塗工液を前記第１の光学補償層
の表面および／または第１の偏光子の表面に、塗工し乾燥することで形成される。前記塗
工液の調製方法としては、任意の適切な方法が採用できる。例えば、市販の溶液または分
散液を用いてもよく、市販の溶液または分散液にさらに溶剤を添加して用いてもよく、固
形分を各種溶剤に溶解または分散して用いてもよい。
【０１６５】
〔１－４－２．第２の光学補償層と第２の偏光子との積層〕
　前述の通り、本発明における第２の光学補償層は、好ましくは、基材上のコーティング
層として形成できる。前記基材が偏光子の保護層を兼ねる場合（例えば、基材がトリアセ
チルセルロースフィルムなどのセルロース系フィルムの場合）には、前記基材の前記コー
ティング層形成面と反対の側の面を、前記第２の偏光子と粘着剤または接着剤を介して直
接に粘着または接着させることが好ましい。前記基材が偏光子の保護層を兼ねない場合に
は、前記第２の光学補償層を前記第２の偏光子または前記第２の偏光子の保護層に転写し
、前記基材を剥離することが好ましい。前記粘着剤または前記接着剤は特に制限されない
が、例えば、前記〔１－４－１．第１の光学補償層と第１の偏光子との積層〕において述
べた前記粘着剤または前記接着剤と同様である。
【０１６６】
〔２．液晶表示装置〕
　本発明の液晶表示装置は、前述のように、前記本発明の液晶パネルを含むことを特徴と
するが、それ以外は特に限定されない。図２の概略断面図に、本発明の液晶表示装置の構
成の一例を示す。同図においては、分かりやすくするために、各構成部材の大きさ、比率
等は、実際とは異なっている。図示のとおり、この液晶表示装置２００は、液晶パネル１
００と、前記液晶パネル１００の一方の側に配置された直下方式のバックライトユニット
８０とを少なくとも備える。前記直下方式のバックライトユニット８０は、光源８１と、
反射フィルム８２と、拡散板８３と、プリズムシート８４と、輝度向上フィルム８５とを
少なくとも備える。なお、同図においては、簡略化のために、液晶パネル１００の各部の
構造の図示を省略している。液晶パネル１００の各部の構造は、特に制限されないが、例
えば、前述した図１の通りである。また、図２の液晶表示装置２００では、バックライト
ユニットとして、直下方式が採用された場合を示しているが、本発明は、これに限定され
ず、例えば、サイドライト方式のバックライトユニットであってもよい。サイドライト方
式のバックライトユニットは、前記の直下方式の構成に加え、さらに導光板と、ライトリ
フレクターとを少なくとも備える。なお、図２に例示した構成部材は、本発明の効果が得
られる限りにおいて、液晶表示装置の照明方式や液晶セルの駆動モード等、用途に応じて
その一部が省略できるか、または、他の光学部材で代替できる。
【０１６７】
　本発明の液晶表示装置は、本発明の液晶パネルのバックライト側から光を照射して画面
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を見る透過型であってもよいし、本発明の液晶パネルの視認側から光を照射して画面を見
る反射型であってもよいし、透過型と反射型の両方の性質を併せ持つ、半透過型であって
もよい。しかしながら、本発明の液晶表示装置は、バックライト側から光を照射して画面
を見る透過型であることが、視認の方位に依存した色変化（カラーシフト）防止効果がさ
らに優れ、光漏れ抑制および輝度ムラ防止の効果が優れる等の理由により好ましい。
【０１６８】
　本発明の液晶表示装置は、任意の適切な用途に使用される。その用途は、例えば、パソ
コンモニター、ノートパソコン、コピー機等のＯＡ機器、携帯電話、時計、デジタルカメ
ラ、携帯情報端末（ＰＤＡ）、携帯ゲーム機等の携帯機器、ビデオカメラ、テレビ、電子
レンジ等の家庭用電気機器、バックモニター、カーナビゲーションシステム用モニター、
カーオーディオ等の車載用機器、商業店舗用インフォメーション用モニター、プロジェク
ター等の展示機器、監視用モニター等の警備機器、介護用モニター、医療用モニター等の
介護・医療機器等である。
【実施例】
【０１６９】
　以下、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって限
定されるものではない。実施例における各特性の測定方法は以下の通りである。
【０１７０】
［ガラス転移温度］
　示差走査熱量計（セイコー社製、製品名「ＤＳＣ－６２００」）を用いて、ＪＩＳＫ７
１２１（１９８７プラスチックの転移温度測定方法）に準じた方法により測定した。具体
的には３ｍｇの粉末サンプルを窒素雰囲気下（窒素ガス流量５０ｍｌ／分）において、昇
温速度１０℃／分で室温から２２０℃まで昇温させた後、降温速度１０℃／分で３０℃ま
で降温させて１回目の測定を行なった。次に昇温速度１０℃／分で３５０℃まで昇温して
２回目の測定を行なった。ガラス転移温度としては２回目の測定データを採用した。なお
熱量計は標準物質（インジウム）を用いて温度補正した。
【０１７１】
［重量平均分子量］
　重量平均分子量は、各試料を０．１％テトラヒドロフラン溶液に調整し、０．４５μｍ
メンブレンフィルターにて濾過した後、ＧＰＣ本体としてゲル・パーミエーション・クロ
マトグラフ装置（東ソー社製、製品名「ＨＬＣ－８８２０ＧＰＣ」）を用い、検出器とし
てＲＩ（ＧＰＣ本体に内蔵）を用いて測定した。具体的にはカラム温度４０℃、ポンプ流
量０．３５ｍＬ／分とし、データ処理は予め分子量既知の標準ポリスチレンの検量線を用
いて、ポリスチレン換算分子量より分子量を求めた。なお使用カラムはＳｕｐｅｒＨＺＭ
－Ｍ（径６．０ｍｍ×１５ｃｍ）、ＳｕｐｅｒＨＺＭ－Ｍ（径６．０ｍｍ×１５ｃｍ）お
よびＳｕｐｅｒＨＺ２０００（径６．０ｍｍ×１５ｃｍ）を直列につないだものを用い、
移動相としてはテトラヒドロフランを用いた。
【０１７２】
［透過率］
　分光光度計（日立製作所製、製品名「Ｕ－４１００」）を用いて、波長４００ｎｍにお
ける透過率を測定した。
【０１７３】
［厚み方向の複屈折率］
　王子計測機器株式会社製、製品名「ＫＯＢＲＡ－ＷＰＲ」を用いて波長５９０ｎｍで測
定した。厚み方向の複屈折率Δｎｘｚ［５９０］は、正面位相差値およびサンプルを４０
度傾けた際の位相差値（Ｒ４０）から、装置に付属のプログラムにより計算して求めた。
膜厚はＳｌｏａｎ社製、製品名「Ｄｅｋｔａｋ」により求めた値を用いた。
【０１７４】
［溶解性］
　各溶媒を入れたサンプル瓶にポリマーを少しずつ加え、溶解の程度を目視観察した。
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【０１７５】
［位相差］
　試料フィルムの屈折率ｎｘ、ｎｙおよびｎｚを、自動複屈折測定装置（王子計測機器株
式会社製、自動複屈折計ＫＯＢＲＡ－ＷＰＲ）により計測し、面内位相差Δｎｄおよび厚
み方向位相差Ｒｔｈを算出した。測定温度は２３℃、測定波長は５９０ｎｍであった。
【０１７６】
［カラーシフトの測定］
　ＥＬＤＩＭ社製　商品名　「ＥＺ　Ｃｏｎｔｒａｓｔ１６０Ｄ」を用いて、方位角０～
３６０°に変化させて、極角を６０°方向にした液晶表示装置の色調を測定し、ｘｙ色度
図上にプロットした。なお、極角とは、観測点と液晶表示画面とを結ぶ直線（視認方向を
示す直線）が液晶表示画面となす角、またはその角度をいう。方位角とは、下記（１）（
２）および（３）により定義される角、またはその角度をいう。
（１）液晶表示画面の上下方向に沿った直線を含んで液晶表示画面と直交する平面を基準
平面とする。
（２）観測点と液晶表示画面とを結ぶ直線（視認方向を示す直線）を含んで液晶表示画面
と直交する平面を視認平面とする。
（３）前記基準平面から前記視認平面に向かって右回りに、前記基準平面と前記視認平面
とのなす角を方位角とする。
【０１７７】
［コントラスト］
　ＥＬＤＩＭ社製　商品名　「ＥＺ　Ｃｏｎｔｒａｓｔ１６０Ｄ」を用いて、極角を６０
°方向で方位角を０～３６０°に変化させて測定した。
【０１７８】
［黒輝度の測定］
　ＥＬＤＩＭ社製　商品名　「ＥＺ　Ｃｏｎｔｒａｓｔ１６０Ｄ」を用いて、極角６０°
方向で、方位角を０°～３６０°に変化させ、方位角と黒輝度との関係をプロットした。
【０１７９】
〔実施例１〕
　以下のようにして、本発明の液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０１８０】
（第１の光学補償層の作製）
　８．８ｇのポリビニルアルコール系樹脂〔日本合成化学（株）製、商品名「ＮＨ－１８
」（重合度＝１８００、ケン化度＝９９．０％）〕を、１０５℃で２時間乾燥させた後、
１６７．２ｇのジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）に溶解させた。ここに、２．９８ｇの
２－メトキシ－１－ナフトアルデヒド及び０．８０ｇのｐ－トルエンスルホン酸・１水和
物を加え、４０℃で１時間攪拌した。この反応溶液に、３．１８ｇのベンズアルデヒドを
加え、４０℃で１時間攪拌した後、２３．６０ｇの１，１－ジエトキシエタン（アセター
ル）をさらに加え、４０℃で３時間攪拌した。その後、２．１３ｇのトリエチルアミンを
加えて反応を終了させた。この反応により得られた粗生成物は、１Ｌのメタノールで再沈
殿を行い、濾過により重合体を採取した。この重合体をテトラヒドロフランに溶解し、再
びメタノールで再沈殿を行った。これを、濾過、乾燥して、１１．５ｇの白色の重合体を
得た。この重合体は、１Ｈ－ＮＭＲで測定したところ、下記化学式（XXII）で表される繰
り返し単位を有し、ｒ：ｓ：ｔ：ｕの比率（モル比）は１１：３７：４５：７であった。
また、示差走査熱量計により、この重合体のガラス転移温度を測定したところ、１２３℃
であった。また、光弾性係数の絶対値（Ｃ［５５０］）は、２．４×１０－１１（ｍ２／
Ｎ）であった。この重合体を原料として第１の光学補償層を作製した。
【０１８１】
　１Ｈ－ＮＭＲ（ＤＭＳＯ）：０．８－２．３（主鎖メチレンおよびアセタール部のメチ
ル）、３．４－４．４（酸素原子が結合した主鎖メチン，メトキシ基のメチル，および水
酸基）、４．５－５．１（アセタール部のメチン）、５．４－５．９（ベンゼン部のメチ
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ン）、６．４（２－メトキシナフタレン部のメチン）、７．１－７．５（２－メトキシナ
フタレンおよびベンゼン部の芳香族プロトン）、７．７－８．８（２－メトキシナフタレ
ン部の芳香族プロトン）。
【０１８２】
【化２２】

【０１８３】
　上記で合成した重合体（化学式（XXII））を、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）に溶解し
、ポリエチレンテレフタレートフィルム（厚み７０μｍ）上にアプリケーターで塗工し、
空気循環式乾燥オーブンで乾燥させて厚み１１０μｍのフィルムを作製した。このフィル
ムを前記ポリエチレンテレフタレートフィルムから剥離した後、１４０℃で２倍に幅方向
に固定端延伸することにより、第１の光学補償層を得た。この第１の光学補償層はｎｘ＞
ｎｙ＞ｎｚの屈折率異方性を示し、厚み５０μｍ、Ｒｅ［５９０］＝１４０ｎｍ、Ｒｔｈ
［５９０］＝１５０ｎｍであり、Ｎｚ＝１．０７０であった。また、この第１の光学補償
層は逆分散の波長依存性を示し、(Ｒｅ［４５０］／Ｒｅ［５５０］)＝０．９０であった
。
【０１８４】
（第２の光学補償層の作製）
　攪拌装置を備えた反応容器中、２，２－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェ
ニル）－４－メチルペンタン３．２７ｇ、メチルトリｎ－オクチルアンモニウムクロライ
ド０．２０ｇを１Ｍ水酸化カリウム溶液３５ｍＬに溶解させた。この溶液に、４，４’－
スチルベンジカルボン酸クロライド１．５３ｇおよびテレフタル酸クロライド１．０２ｇ
を３５ｍＬのクロロホルムに溶解させた溶液を攪拌しながら一度に加え、室温で９０分間
攪拌した。その後、重合溶液を静置分離してポリマーを含んだクロロホルム溶液を分離し
、ついで酢酸水で洗浄し、イオン交換水で洗浄した後、メタノールに投入してポリマーを
析出させた。析出したポリマーを濾過し、減圧下で乾燥することで、下記化学式（XVIII
）で表される白色のポリマー４．６６ｇを得た。
【０１８５】
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【化１８】

【０１８６】
　上記の通り合成したポリエステル（化学式（XVIII））のガラス転移温度Ｔｇは２３０
℃、重量平均分子量Ｍｗは１９１，０００であった。
【０１８７】
　上記合成法で得られたポリエステル（化学式（XVIII））１９質量部をトルエン１００
質量部に溶解し１６質量％の溶液を調整した。この溶液を、厚み７５μｍのポリエチレン
テレフタレートフィルム［東レ株式会社製、商品名「ルミラーＱＺ１４」］の表面に、コ
ンマコーターを用いてシート状に均一に流延し、多重型の空気循環式乾燥オーブン中（誤
差±１℃）で、７０℃で５分間、１１０℃で５分間と低温から徐々に昇温しながら溶媒を
蒸発させた。その後、前記ポリエチレンテレフタレートフィルムを剥離して、第２の光学
補償層を得た。この第２の光学補償層はｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚの屈折率異方性を示し、厚み５
μｍ、Ｒｅ［５９０］＝０．０ｎｍ、Ｒｔｈ［５９０］＝１８０．８ｎｍ、Ｒｔｈ［４５
０］／Ｒｔｈ［５５０］＝１．１６であった。
【０１８８】
（液晶パネルおよび液晶表示装置の作製）
　ＶＡモード液晶セルを含む市販の液晶表示装置（シャープ株式会社製、商品名「ＬＣ４
６－ＲＸＩＷ」）から液晶パネルを取り出し、液晶セルの上下に配置されていた偏光板等
の光学フィルムを全て取り除いた。一方、前記の通り作製した第１の光学補償層と市販の
偏光板（日東電工株式会社製、商品名：「ＨＥＧ１４２５ＤＵ」」とを、アクリル系粘着
剤を介して積層させ、光学補償層一体型偏光板１を作製した。また、前記第１の光学補償
層に代えて前記第２の光学補償層を用いる以外は同様にして、第２の光学補償層を有する
光学補償層一体型偏光板２を作製した。次いで、前記液晶セルの視認側に光学補償層一体
型偏光板１を、視認背面側に光学補償層一体型偏光板２を接着して本発明の液晶パネルを
作製した。さらに、この液晶パネルの視認背面側にバックライトを配置して本発明の液晶
表示装置とした。
【０１８９】
〔実施例２〕
　以下のようにして、本発明の液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０１９０】
（第１の光学補償層の作製）
　第１の光学補償層は、実施例１と全く同様に作製した。
【０１９１】
（第２の光学補償層の作製）
　攪拌装置を備えた反応容器の中で、２，２－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシ
フェニル）－４－メチルペンタン３．２７ｇとメチルトリｎ－オクチルアンモニウムクロ
ライド０．２０ｇを１Ｍ水酸化カリウム水溶液３５ｍＬに溶解させた。この溶液に、４，
４’－スチルベンジカルボン酸クロライド３．０５ｇを３５ｍＬのクロロホルムに溶解さ
せた溶液を攪拌しながら一度に加え、室温（２３℃）で９０分間攪拌した。その後、前記
重合溶液を静置してポリマーを含んだクロロホルム溶液を分離させ、酢酸水で洗浄し、さ
らにイオン交換水で洗浄した後、メタノールに投入してポリマーを析出させた。析出した
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ポリマーを濾過し、減圧乾燥させて、下記化学式（XIX）で表される白色のポリマーを得
た。
【０１９２】
【化１９】

【０１９３】
　上記の通り合成したポリエステル（化学式（XIX））のガラス転移温度Ｔｇは２３２℃
、重量平均分子量Ｍｗは１４４，０００であった。また、このポリエステルは、シクロペ
ンタノンおよびトルエンのいずれの溶媒にも２０質量％以上溶解した。
【０１９４】
　このポリエステル１９質量部をトルエン１００質量部に溶解させ、１６質量％の溶液を
得た。この溶液を、スピンコート法によってガラス基板上に流延、塗布し、７０℃で５分
間乾燥させた後、さらに１１０℃で乾燥させて第２の光学補償層を作製した。乾燥後の第
２の光学補償層の厚みは２．５μｍ、波長４００ｎｍにおける透過率は９２％であった。
また、この第２の光学補償層はｎｘ≒ｎｙ＞ｎｚの屈折率異方性を示し、Ｒｅ［５９０］
＝０．１ｎｍ、Ｒｔｈ［５９０］＝１９８ｎｍ、Ｒｔｈ［４５０］／Ｒｔｈ［５５０］＝
１．１６であった。
【０１９５】
（液晶パネルおよび液晶表示装置の作製）
　第２の光学補償層を上記で作製したものに変える以外は実施例１と全く同様にして液晶
パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０１９６】
〔実施例３〕
　以下のようにして、本発明の液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０１９７】
（第１の光学補償層の作製）
　第１の光学補償層は、実施例１と全く同様に作製した。
【０１９８】
（第２の光学補償層の作製）
　４，４’－スチルベンジカルボン酸クロライド３，０５ｇに代えて、４，４’－スチル
ベンジカルボン酸クロライド１．５３ｇとイソフタル酸クロライド１．０２ｇを用いた以
外は、実施例２と同様の方法により、下記化学式（XX）で表されるポリマーを得た。
【０１９９】
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【化２０】

【０２００】
　上記の通り合成したポリエステル（化学式（XX））のガラス転移温度Ｔｇは２２８℃、
重量平均分子量Ｍｗは１０８，０００であった。
【０２０１】
　このポリエステル（化学式（XX））を用いて実施例２と同様の方法で第２の光学補償層
を作製した。乾燥後の第２の光学補償層の厚みは５μｍ、波長４００ｎｍにおける透過率
は９２％であった。また、この第２の光学補償層はｎｘ≒ｎｙ＞ｎｚの屈折率異方性を示
し、Ｒｅ［５９０］＝０．１ｎｍ、Ｒｔｈ［５９０］＝１９５ｎｍ、Ｒｔｈ［４５０］／
Ｒｔｈ［５５０］＝１．１６であった。
【０２０２】
（液晶パネルおよび液晶表示装置の作製）
　第２の光学補償層を上記で作製したものに変える以外は実施例１および２と全く同様に
して液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２０３】
〔実施例４〕
　以下のようにして、本発明の液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２０４】
（第１の光学補償層の作製）
　第１の光学補償層は、実施例１と全く同様に作製した。
【０２０５】
（第２の光学補償層の作製）
　下記化学式（XIIIＡ）で表される分子量２０万のポリアリールエーテルケトン（株式会
社日本触媒製）をメチルイソブチルケトンに溶解させ、２０質量％の溶液を調整した。こ
の溶液を、厚み７５μｍのポリエチレンテレフタレートフィルム（東レ株式会社製、商品
名「ルミラーＱＺ１４」）の盤面に、コンマコーターを用いてシート状に均一に流延し、
多室型の空気循環式乾燥オーブン中で、溶剤を蒸発させて乾燥させた。前記乾燥は、前記
オーブン中の温度（誤差±１℃）を、まず７０℃で５分間、次に１２０℃で５分間と低温
から徐々に昇温させて行った。そして、上記ポリエチレンテレフタレートフイルムを剥離
して、第２の光学補償層を得た。この第２の光学補償層は、ｎｘ≒ｎｙ＞ｎｚの屈折率異
方性を示し、厚み２０μｍ、Ｒｔｈ［４５０］／Ｒｔｈ［５５０］＝１．１６であった。
【０２０６】
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【化１３Ａ】

【０２０７】
（液晶パネルおよび液晶表示装置の作製）
　第２の光学補償層を上記で作製したものに変える以外は実施例１および２と全く同様に
して液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２０８】
〔実施例５〕
　以下のようにして、本発明の液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２０９】
（第１の光学補償層の作製）
　第１の光学補償層は、実施例１と全く同様に作製した。
【０２１０】
（第２の光学補償層の作製）
　攪拌装置を備えた反応容器中、２，２－ビス（３、５－ジメチル－４－ヒドロキシフェ
ニル）－４－メチルペンタン０，９０ｇ、およびベンジルトリエチルアンモニウムクロラ
イド０．０３ｇを１Ｍ水酸化ナトリウム溶液１５ｍｌに溶解させた。この溶液に、４，４
－ビフェニルジカルボン酸クロライド０．３９ｇおよびイソフタル酸クロライド０．２８
ｇを１５ｍｌクロロホルムに溶解させた溶液を攪拌しながら一度に加え、室温で９０分間
攪拌した。その後、得られた重合溶液を静置分離してポリマーを含んだクロロホルム溶液
を分離し、ついで酢酸水で洗浄し、イオン交換水で洗浄した後、メタノールに投入してポ
リマーを析出させた。析出したポリマーを濾過し、減圧下で乾燥することで、下記化学式
（XXIII）で表される白色のポリマーを１．２１ｇ得た。
【０２１１】
【化２３】

【０２１２】
　上記合成法で得られたポリエステル（XXIII）（１９質量部）を、トルエン（１００質
量部）に溶解させ、１６質量％の溶液を調整した。この溶液を、厚み７５μｍのポリエチ
レンテレフタレートフィルム［東レ株式会社製、商品名「ルミラーＱＺ１４」］の表面に
、コンマコーターにてシート状に均一に流延し、多室型の空気循環式乾燥オーブン中で、
溶剤を蒸発させて乾燥させた。前記乾燥は、前記オーブン中の温度（誤差±１℃）を、ま
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ず７０℃で５分間、次に１１０℃で５分間と低温から徐々に昇温させて行った。そして、
上記ポリエチレンテレフタレートフィルムを剥離して第２の光学補償層を得た。この第２
の補償層はｎｘ≒ｎｙ＞ｎｚの屈折率異方性を示し、厚み７μｍ、Ｒｔｈ（４５０）／Ｒ
ｔｈ（５５０）＝１．１０であった。
【０２１３】
（液晶パネルおよび液晶表示装置の作製）
　第２の光学補償層を上記で作製したものに変える以外は実施例１および２と全く同様に
して液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２１４】
〔比較例１〕
　以下のようにして、液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２１５】
（第１の光学補償層の作製）
　第１の光学補償層は、実施例１と全く同様に作製した。
【０２１６】
（第２の光学補償層の作製）
　２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン二無水物（６
ＦＤＡ）と、２，２’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４－ジアミノビフェニル（Ｔ
ＦＭＢ）とから合成されたポリイミド（下記化学式（XXI））を、シクロヘキサノンに溶
解して、１５質量％のポリイミド溶液を調製した。
【０２１７】

【化２１】

【０２１８】
　このポリイミド溶液をトリアセチルセルロース基材（透明高分子フィルム）に３０μｍ
の厚みで塗布した。その後、１００℃で１０分間乾燥処理することで、第２の光学補償層
を得た。この第２の光等補償層はｎｘ≒ｎｙ＞ｎｚの屈折率異方性を示し、厚み４μｍ、
Ｒｅ［５９０］＝０．２ｎｍ、Ｒｔｈ［５９０］＝１３０ｎｍ、Ｒｔｈ［４５０］／Ｒｔ
ｈ［５５０］＝１．０８であった。
【０２１９】
（液晶パネルおよび液晶表示装置の作製）
　第２の光学補償層を上記で作製したものに変える以外は実施例１と全く同様にして液晶
パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２２０】
〔比較例２〕
　以下のようにして、液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２２１】
（第１の光学補償層の作製）
　ノルボルネン系樹脂フィルム（ＪＳＲ製、商品名「ＡＲＴＯＮ」）を、テンター延伸機
を用いて、自由端一軸延伸法により、１４０℃の空気循環オーブン内で１．５倍延伸して
第ｌの光学補償層を作製した。この第１の光学補償層は、ｎｘ＞ｎｙ≒ｎｚの屈折率異方
性を示し、厚み８０μｍ、Ｒｔｈ（４５０）／Ｒｔｈ（５５０）＝１．００であった。
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【０２２２】
（第２の光学補償層の作製）
　第２の光学補償層は、比較例１と全く同様に作製した。
【０２２３】
（液晶パネルおよび液晶表示装置の作製）
　第１の光学補償層および第２の光学補償層を上記で作製したものに変える以外は実施例
１と全く同様にして液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２２４】
〔比較例３〕
　以下のようにして、液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２２５】
（第１の光学補償層の作製）
　ポリカーボネート系樹脂フィルム（帝人製、商品名「ピュアエース」）を第１の光学補
償層として用いた。この第１の光学補償層はｎｘ＞ｎｙ≒ｎｚの屈折率異方性を示し、厚
み５０μｍ、Ｒｔｈ（４５０）／Ｒｔｈ（５５０）＝ｌ．０８であった。
【０２２６】
（第２の光学補償層の作製）
　第２の光学補償層は、比較例１と全く同様に作製した。
【０２２７】
（液晶パネルおよび液晶表示装置の作製）
　第１の光学補償層および第２の光学補償層を上記で作製したものに変える以外は実施例
１と全く同様にして液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２２８】
〔比較例４〕
　以下のようにして、液晶パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２２９】
（第１の光学補償層の作製）
　第１の光学補償層は、実施例１と全く同様に作製した。
【０２３０】
（第２の光学補償層の作製）
　セルロース系樹脂フィルム（富士フィルム株式会社製、商品名「フジタック」）を第２
の光学補償層として用いた。この第２の光学補償層は、ｎｘ≒ｎｙ＞ｎｚの屈折率異方性
を示し、厚み８０μｍ、Ｒｔｈ（４５０）／Ｒｔｈ（５５０）＝０．９２であった。
【０２３１】
（液晶パネルおよび液晶表示装置の作製）
　第２の光学補償層を上記で作製したものに変える以外は実施例１と全く同様にして液晶
パネルおよび液晶表示装置を作製した。
【０２３２】
〔黒輝度の評価〕
　実施例１および比較例１の液晶表示装置について、前述の通り、ＥＬＤＩＭ社製　商品
名　「ＥＺ　Ｃｏｎｔｒａｓｔ１６０Ｄ」を用いて、極角６０°方向で、方位角を０°～
３６０°に変化させて液晶表示装置の方位角と黒輝度との関係をプロットした。その結果
を、図３に示す。図示のとおり、実施例１の液晶表示装置では、全方位において、黒輝度
が低く抑えられていた。一方、比較例１の液晶表示装置では、例えば、方位角３１５°付
近等の一部の方位角で黒輝度の上昇が見られた。なお、同図においては、実施例１と比較
例１との相違を分かりやすくするため、明暗を反転させて表示している。比較例１におい
て、方位角３１５°付近、方位角２２５°付近および方位角１３５°付近の特に色の濃い
領域が、特に黒輝度値が高い（２．１１４から２．４０９までの）領域である。また、実
施例において、黒輝度値が２．１１２よりも高い領域は存在せず、比較例において、黒輝
度値が２．４０９よりも高い領域は存在しない。
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【０２３３】
〔カラーシフトの評価〕
　実施例１および比較例１の液晶表示装置について、前述の通り、ＥＬＤＩＭ社製の商品
名「ＥＺ　Ｃｏｎｔｒａｓｔ　１６ＯＤ」を用いて、極角６０°方向で方位角０°～３６
０°に変化させて液晶表示装置の色調およびコントラストを測定した。なお、このカラー
シフトの評価においては、実施例１および比較例１のそれぞれについて、第２の光学補償
層の厚みを調整することで厚み方向位相差Ｒｔｈ（ｎｍ）を適宜変える以外は前述と同じ
液晶表示装置を５つずつ作製し、それぞれについて測定を行った。その測定結果を、図４
に示す。同図中央のグラフは、実施例１および比較例１における前記各５つの液晶表示装
置のそれぞれについて、０°～３６０°の範囲で数点の方位角をとり、色変化（カラーシ
フト）の度合いをプロットしたグラフである。同グラフにおいて、横軸は、方位角４５°
、１３５°、２２５°および３１５°における黒輝度の平均値を示す。縦軸は、極角６０
°、方位角０°～３６０°において、色相とニュートラルポイントとの差が最大となると
きの前記差（Δｕ’ｖ’）の値を示す。したがって、プロットの位置が左下であるほどカ
ラーシフトが小さく良好であり、右上であるほどカラーシフトが大きいことを示す。また
、同グラフ周辺の図に、第２の光学補償層の厚み方向の位相差Ｒｔｈ（ｎｍ）を種々の値
に変更した場合の、実施例１および比較例１の液晶表示装置のコントラスト図を示す。「
Ｃ１６０」「Ｃ１７０」「Ｃ１９０」「Ｃ２００」「Ｃ２１０」は、それぞれ、光波長５
９０ｎｍにおける厚み方向の位相差Ｒｔｈ（ｎｍ）が１６０ｎｍ、１７０ｎｍ、１９０ｎ
ｍ、２００ｎｍ、２１０ｎｍを意味する。
【０２３４】
　図３に示したとおり、実施例１の液晶表示装置は、比較例１の液晶表示装置よりも黒輝
度が小さく、表示特性が良好であった。
　また、図４に示したとおり、実施例１の液晶表示装置は、比較例１の液晶表示装置より
もカラーシフトが小さく、かつ、広い範囲の方位角（視野角）においてコントラスト比が
大きく、表示特性が良好であった。
【０２３５】
　さらに、実施例１～５および比較例１～４の全てについて、各５つの液晶表示装置のサ
ンプルを準備し、図４と同様の測定方法で、黒輝度およびカラーシフト値を測定した。そ
の結果を、下記表１に示す。下記表１において、「カラーシフト（Δｕ’ｖ’）」は、前
記５つのサンプル（液晶表示装置）のうち、極角６０°、方位角０°～３６０°において
、色相とニュートラルポイントとの差が最大となるときの前記差、すなわちカラーシフト
（Δｕ’ｖ’）の値が最も小さかったサンプルの、前記カラーシフト値を示す。「黒輝度
」は、同じサンプルの、方位角４５°、１３５°、２２５°および３１５°における黒輝
度の平均値を示す。表１に示すとおり、実施例１～５の液晶表示装置によれば、比較例１
～４の液晶表示装置よりも小さいカラーシフト値および黒輝度値を得ることが可能であり
、優れた表示特性を発揮することができた。
【０２３６】
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【表１】

＊１　「PVNBA」は、前記化学式（XXII）で表される重合体を表す。
【産業上の利用可能性】
【０２３７】
　以上説明した通り、本発明によれば、視認の方位に依存した色変化がきわめて少ない表
示を実現できる液晶パネル、およびそれを用いた液晶表示装置を提供することができる。
本発明の液晶パネルは、薄型の液晶セルを用いた液晶パネル、大画面の液晶表示装置に適
するが、これに限定されず、どのような液晶表示装置にも使用できる。本発明は、例えば
、パソコンモニター、ノートパソコン、コピー機等のＯＡ機器、携帯電話、時計、デジタ
ルカメラ、携帯情報端末（ＰＤＡ）、携帯ゲーム機等の携帯機器、ビデオカメラ、テレビ
、電子レンジ等の家庭用電気機器、バックモニター、カーナビゲーションシステム用モニ
ター、カーオーディオ等の車載用機器、商業店舗用インフォメーション用モニター、プロ
ジェクター等の展示機器、監視用モニター等の警備機器、介護用モニター、医療用モニタ
ー等の介護・医療機器等、幅広い分野に適用できる。
【符号の説明】
【０２３８】
３０　　第１の偏光子
５０　　第２の偏光子
６０　　第１の光学補償層
７０　　第２の光学補償層
４０　　液晶セル
４１、４２　　基板
４３　　液晶層
４４　　スペーサー
８０　　バックライトユニット
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８１　　光源
８２　　反射フィルム
８３　　拡散板
８４　　プリズムシート
８５　　輝度向上フィルム
１００　液晶パネル
２００　液晶表示装置

【図１】 【図２】
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